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第１章 計画策定について 

 

１ 計画策定の必要性 

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取

組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、

その持てる力を高め、生活上又は学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指

導及び必要な支援を行うものです。また、発達障害も含めて特別な支援を必要とす

る幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるものです。 

本県においても、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けて、生涯にわ

たる一人一人のライフステージに応じた適切な支援を行うため、「千葉県特別支援

教育推進基本計画」（以下「第１次計画」という。）を策定し、特別支援教育の推進

を図ってきました。一方で、特別支援学校での教育に対する期待や信頼感の高まり

から、特別支援学校の在籍者数が急激に増加したため、知的障害特別支援学校を中

心に、過密状況が続いています。 

そこで、県教育委員会では、平成 23 年３月の「県立特別支援学校整備計画」（以

下「第１次整備計画」という。）に引き続き、平成 29 年 10 月に「第２次県立特別

支援学校整備計画」（以下「第２次整備計画」という。）を策定し、過密状況への対

応を進めてきました。 

各地域の過密状況について、現在の在籍者数や学部、普通学級、重複学級等の構

成から各地域の受入規模を見直した上で、今後、10 年間を見通してみると、今後も

県立特別支援学校の受入規模を大きく上回る在籍者数が見込まれることから、現在

の過密状況が継続するものと考えられます。 

また、令和３年９月には特別支援学校を設置するために必要な最低限の基準であ

る「特別支援学校設置基準」（以下「設置基準」という。）が国から公布されたこと

から、既存校を含め、その趣旨を踏まえた対応を検討していく必要があります。 

このような課題に対応するため、今後も県立特別支援学校の計画的な整備が必要

であることから、第２次整備計画に続く計画として「第３次県立特別支援学校整備

計画」（以下「第３次整備計画」という。）を策定することとしました。 
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第４章 資料編 

 １ 県立特別支援学校一覧 

 ２ 特別支援学校設置基準（文部科学省令第 45号） 

 ３ 特別支援学校設置基準の公布等について（通知）（令和３年９月 24日付け文部

科学省通知） 

 ４ 特別支援学校における教室不足の解消について（通知）（令和２年１月 31 日付

け文部科学省通知） 

 ５ 特別支援学校における教室不足の解消について（通知）（令和４年３月１日付け

文部科学省通知） 

 ６ 県の諸計画に位置付けられた、県立特別支援学校の整備に関する取組部分（抜

粋） 

  （１）千葉県総合計画 ～新しい千葉の時代を切り開く～（千葉県） 

  （２）第３期千葉県教育振興基本計画「次世代へ光り輝く『教育立県ちば』    

プラン」（千葉県／千葉県教育委員会） 

  （３）第３次千葉県特別支援教育推進基本計画（千葉県教育委員会） 

７ 県立特別支援学校（知的障害） 学部別児童生徒数の推移 

８ 県立特別支援学校（知的障害） 教育事務所別児童生徒数の推移 

９ 千葉県における公立小中学校 特別支援学級の児童生徒数の推移 

10 県立特別支援学校（全体）における重複障害児童生徒数の推移 

第１章 計画策定について 

 

１ 計画策定の必要性 

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取

組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、

その持てる力を高め、生活上又は学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指

導及び必要な支援を行うものです。また、発達障害も含めて特別な支援を必要とす

る幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるものです。 

本県においても、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けて、生涯にわ

たる一人一人のライフステージに応じた適切な支援を行うため、「千葉県特別支援
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を図ってきました。一方で、特別支援学校での教育に対する期待や信頼感の高まり
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支援学校整備計画」（以下「第２次整備計画」という。）を策定し、過密状況への対

応を進めてきました。 

各地域の過密状況について、現在の在籍者数や学部、普通学級、重複学級等の構

成から各地域の受入規模を見直した上で、今後、10 年間を見通してみると、今後も

県立特別支援学校の受入規模を大きく上回る在籍者数が見込まれることから、現在

の過密状況が継続するものと考えられます。 

また、令和３年９月には特別支援学校を設置するために必要な最低限の基準であ

る「特別支援学校設置基準」（以下「設置基準」という。）が国から公布されたこと

から、既存校を含め、その趣旨を踏まえた対応を検討していく必要があります。 

このような課題に対応するため、今後も県立特別支援学校の計画的な整備が必要

であることから、第２次整備計画に続く計画として「第３次県立特別支援学校整備

計画」（以下「第３次整備計画」という。）を策定することとしました。 

 

 

 

 

 

注１ 「過密状況」 

   在籍者数の増加に伴い、教室不足や施設の狭
きょう

隘
あい

化
か

（体育館、食堂、職員室等が手狭になっ

ている状況）が生じている状況。 

注１ 
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２ 第３次整備計画の期間 

「第３次千葉県特別支援教育推進基本計画」（以下「第３次計画」という。）の計

画期間と合わせ、令和４年度から 10 年間を計画期間として推進することを基本と

します。 

 

３ 第３次整備計画の性格 

本計画は、今後 10 年間の県立特別支援学校の過密状況の解消に向けた取組に関

する基本的な考え方及び具体的な取組を示すものです。実施に当たっては、10 か年

の在籍者数の増減及び過密状況を正確に見極めることは困難であることから、第２

次整備計画の継続事業を優先して取り組むとともに、令和４年度から令和８年度ま

で（前期）と、令和９年度から令和 13 年度まで（後期）に分けて推進することとし

ます。後期計画の具体的対応については、中間年の令和８年度に中間評価を行った

上で必要に応じて計画全体を見直し、検討することとします。 

なお、各県立特別支援学校の教室の使用状況や学校を取り巻く状況、各校の今後

の児童生徒数の増減について引き続き注視し、状況の急変等により、過密状況の解

消に向けた対応が必要になった県立特別支援学校については、その状況に応じて必

要な対応を検討することとします。 

  

４ 第３次計画との関連性 

本整備計画は、「千葉県教育振興基本計画」に位置付けられた、「特別支援教育の

推進」に係る、基本的かつ総合的な計画として策定する「第３次計画」のうち、県

立特別支援学校の整備に係る具体計画として策定するものです（図１）。 

第３次計画では、県立特別支援学校の計画的な整備について、第３章「Ⅱ 特別

支援学校の整備と機能の充実」に位置付けており、「具体計画として策定する『第３

次県立特別支援学校整備計画』に基づき、引き続き特別支援学校の過密状況への対

応を進めるとともに、設置基準の趣旨に鑑み、教育環境の改善を図れるよう計画的

に対応を進めて」いくこととしています。 

この方向性を踏まえ、県立特別支援学校における過密状況解消を目指して、第２

次整備計画に続く第３次整備計画を策定し、第３次計画と合わせ、過密状況にある

地域の県立特別支援学校への対応を計画的に進めていきます。 

また、本計画を本県の「集中取組計画」と位置付け、県立特別支援学校における

教室不足の解消に向けた総合的・計画的な取組をより一層推進するよう努めます。 

 

 

 

注２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注２ 「集中取組計画」 

   特別支援学校における教室不足の解消に向け、文部科学省から「特別支援学校における教

室不足の解消について（通知）」（令和２年１月 31 日付け文部科学省通知）等により策定を要

請されたもの。令和２年度から令和６年度までの期間において、教室不足の解消に向けて集中

的に取り組むための計画（以下「集中取組計画」という。）をできる限り早い時期までに策定

し、総合的・計画的な取組をより一層推進するように求められている。 

[図１] 各種計画の関係 
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２ 第３次整備計画の期間 
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します。 
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要な対応を検討することとします。 
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推進」に係る、基本的かつ総合的な計画として策定する「第３次計画」のうち、県
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次県立特別支援学校整備計画』に基づき、引き続き特別支援学校の過密状況への対

応を進めるとともに、設置基準の趣旨に鑑み、教育環境の改善を図れるよう計画的

に対応を進めて」いくこととしています。 

この方向性を踏まえ、県立特別支援学校における過密状況解消を目指して、第２

次整備計画に続く第３次整備計画を策定し、第３次計画と合わせ、過密状況にある

地域の県立特別支援学校への対応を計画的に進めていきます。 

また、本計画を本県の「集中取組計画」と位置付け、県立特別支援学校における

教室不足の解消に向けた総合的・計画的な取組をより一層推進するよう努めます。 
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注２ 「集中取組計画」 

   特別支援学校における教室不足の解消に向け、文部科学省から「特別支援学校における教

室不足の解消について（通知）」（令和２年１月 31 日付け文部科学省通知）等により策定を要

請されたもの。令和２年度から令和６年度までの期間において、教室不足の解消に向けて集中

的に取り組むための計画（以下「集中取組計画」という。）をできる限り早い時期までに策定

し、総合的・計画的な取組をより一層推進するように求められている。 
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第２章 これまでの在籍者数の増加に伴う過密状況と整備 

 

第１節 県立特別支援学校整備計画（第 1 次整備計画） 

平成 19 年 4 月に特別支援教育が学校教育法に位置付けられて以降、県立特別支

援学校においては、知的障害特別支援学校を中心に、在籍者数が急激に増加したこ

とから、過密状況が生じるようになりました。肢体不自由特別支援学校では、在籍

者数の増加は緩やかであったものの、重複障害児童生徒の増加が著しく、知的障害

特別支援学校と同様に過密状況が生じました。 

そこで、県立特別支援学校の在籍者数の増加及びそれに伴う教室不足や施設の狭

隘化に対応するため、平成 23 年度から５年間の計画として第１次整備計画を策定

しました。 

第１次整備計画では、新設校８校、分校２校を新たに設置し、１校で増築を行う

ことで、計画時の対応人数である 1,712 人分の整備のうち、1,240 人程度の幼児児

童生徒が受入可能となり、過密状況への対応を進めることができました(表１)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【旧県立高等学校の校舎を活用した新設校】 
（大網白里特別支援学校）

【旧市立小学校の校舎を活用した新設校】 
（飯高特別支援学校） 

【高等部専門学科の実習室】 
（湖北特別支援学校） 

注３ 

 （表１） 第 1次整備計画に基づく整備 

年度 
（平成） 学 校 名 学校種等 受入 

規模 所在地域 備 考 

２４年度 

特別支援学校 
市川大野高等学園 

知的障害 
高等部 
専門学科 

２８８人 千葉 
葛南 

旧県立高等学校校舎を
活用 

印旛特別支援学校 
さくら分校 

知的障害 
高等部 
普通科職業コ
ース 

４８人 北総 県立佐倉南高等学校内
に分校を設置 

２５年度 安房特別支援学校 
館山聾分校 

知的障害 
高等部 
普通科職業コ
ース 

 ２４人 南房総 旧県立館山聾学校教室
を活用 

２６年度 

野田特別支援学校 
（増築） 

知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

 ９６人 東葛飾 校舎の増築 

湖北特別支援学校 

知的障害 
高等部 
普通科 

１４２人 
東葛飾 

旧県立高等学校校舎を
活用、我孫子特別支援
学校高等部を移転 

高等部 
専門学科  ４８人 （２７年度設置） 

２７年度 

習志野特別支援学校 知的障害 
小学部  ４２人 千葉 

葛南 

旧習志野市立幼稚園 
園舎を活用、八千代 
特別支援学校の通学区
域を分離 

船橋夏見特別支援学校 
肢体不自由 
中・高等部普通
科 

 ８３人 千葉 
葛南 

旧県立高等学校校舎を
活用、船橋特別支援 
学校中学部・高等部を
移転 

矢切特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

１８０人 東葛飾 
旧県立高等学校校舎を
活用、つくし特別支援
学校の通学区域を分離 
 

飯高特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

４２人 北総 
旧匝瑳市立小学校校舎
を活用、香取・八日市場
特別支援学校の通学区
域を分離 

大網白里特別支援学校 

知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

１１４人 
東上総 

旧県立高等学校校舎を
活用、東金・長生特別支
援学校の通学区域を分
離 

高等部 
普通科職業コ
ース 

 ２４人  

２９年度 栄特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

１０９人 北総 
旧栄町立中学校校舎を
活用、印旛・富里特別支
援学校の通学区域を分
離 

合計 １，２４０人  

注３ 「重複障害児童生徒」 

重複障害児童生徒とは「文部科学大臣が定める障害を２以上併せ有する児童生徒」のこと

である。具体的には、学校教育法施行令第 22 条の３で規定された程度の視覚障害、聴覚障害、

知的障害、肢体不自由又は病弱を２以上併せ有する児童生徒のことである。 
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第２章 これまでの在籍者数の増加に伴う過密状況と整備 
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 （表１） 第 1次整備計画に基づく整備 
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２８８人 千葉 
葛南 

旧県立高等学校校舎を
活用 

印旛特別支援学校 
さくら分校 

知的障害 
高等部 
普通科職業コ
ース 

４８人 北総 県立佐倉南高等学校内
に分校を設置 

２５年度 安房特別支援学校 
館山聾分校 

知的障害 
高等部 
普通科職業コ
ース 

 ２４人 南房総 旧県立館山聾学校教室
を活用 

２６年度 

野田特別支援学校 
（増築） 

知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

 ９６人 東葛飾 校舎の増築 

湖北特別支援学校 

知的障害 
高等部 
普通科 

１４２人 
東葛飾 

旧県立高等学校校舎を
活用、我孫子特別支援
学校高等部を移転 

高等部 
専門学科  ４８人 （２７年度設置） 

２７年度 

習志野特別支援学校 知的障害 
小学部  ４２人 千葉 

葛南 

旧習志野市立幼稚園 
園舎を活用、八千代 
特別支援学校の通学区
域を分離 

船橋夏見特別支援学校 
肢体不自由 
中・高等部普通
科 

 ８３人 千葉 
葛南 

旧県立高等学校校舎を
活用、船橋特別支援 
学校中学部・高等部を
移転 

矢切特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

１８０人 東葛飾 
旧県立高等学校校舎を
活用、つくし特別支援
学校の通学区域を分離 
 

飯高特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

４２人 北総 
旧匝瑳市立小学校校舎
を活用、香取・八日市場
特別支援学校の通学区
域を分離 

大網白里特別支援学校 

知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

１１４人 
東上総 

旧県立高等学校校舎を
活用、東金・長生特別支
援学校の通学区域を分
離 

高等部 
普通科職業コ
ース 

 ２４人  

２９年度 栄特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

１０９人 北総 
旧栄町立中学校校舎を
活用、印旛・富里特別支
援学校の通学区域を分
離 

合計 １，２４０人  

注３ 「重複障害児童生徒」 

重複障害児童生徒とは「文部科学大臣が定める障害を２以上併せ有する児童生徒」のこと

である。具体的には、学校教育法施行令第 22 条の３で規定された程度の視覚障害、聴覚障害、

知的障害、肢体不自由又は病弱を２以上併せ有する児童生徒のことである。 
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第２節 第２次県立特別支援学校整備計画（第２次整備計画） 

１ 第２次整備計画の概要 

第 1次整備計画での対応を踏まえつつ、今後の児童生徒数の増加への対応を行う

必要があることから、特別支援学校の在籍者数増加に伴う過密状況への対応を進め

ていくため、「第２次千葉県特別支援教育推進基本計画」（平成 29 年度～令和３年

度）の具体計画として、第２次整備計画を平成 29 年度から５年間の計画として策

定しました。 

第２次整備計画では、過密状況の著しい知的障害特別支援学校と肢体不自由特別

支援学校について、以下の３つの手法を用いて過密状況への対応を図ることとしま

した。 

・学校の新設（県立学校及び市町村立学校の転用可能な校地、校舎等の活用） 

・教室棟、作業棟の増築（既存の県立特別支援学校の敷地内に増築） 

・通学区域の調整 

 

 

注４ 「作業棟の増築」 

過密状況を解消するため、校舎内にある作業学習室を校地内の別の場所に作業学習棟とし

て整備し、今まで作業学習室として使用していた教室を普通教室に再整備する手法。 

 

【例】 

 ○対応前（普通教室 ３教室） 

 

 

 

 

 

 

 ○対応後（普通教室 ５教室） 

 

 

 

 

 

 

注４ 

職員室 普通教室 

作業学習室 作業学習室 普通教室 普通教室 

事務室 

職員室 普通教室 

普通教室 普通教室 

事務室 

作業学習棟を校舎外に増築 

作業学習室 作業学習室 普普通通教教室室  普普通通教教室室  

２ 第２次整備計画に基づく具体的な取組 

第２次整備計画では、過密状況の著しい知的障害特別支援学校と肢体不自由特別

支援学校について、平成 28 年度時点の過密状況と令和３年度までの児童生徒数の

増加見込みを考慮して対応を行いました。具体的な整備手法としては、県立学校及

び市町村立学校の転用可能な校地・校舎等を活用した学校の新設、校舎の増築、及

び通学区域の調整により対応を進めました。 

第２次整備計画では、新設校１校を設置し、４校で増築を行うとともに、市原特

別支援学校（知的障害特別支援学校）及び松戸特別支援学校（肢体不自由特別支援

学校）の通学区域の調整を行いました。これにより、283 人程度の幼児児童生徒が

受入可能となり、過密状況への対応を進めることができました(表２)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県立学校の校地を活用した新設校】 
（東葛の森特別支援学校） 

【普通教室棟の増築による対応】 
（市原特別支援学校） 

【作業棟の増築による対応】 
（市川特別支援学校） 

【作業棟の増築による対応】 
（君津特別支援学校） 
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第２節 第２次県立特別支援学校整備計画（第２次整備計画） 

１ 第２次整備計画の概要 

第 1次整備計画での対応を踏まえつつ、今後の児童生徒数の増加への対応を行う

必要があることから、特別支援学校の在籍者数増加に伴う過密状況への対応を進め

ていくため、「第２次千葉県特別支援教育推進基本計画」（平成 29 年度～令和３年

度）の具体計画として、第２次整備計画を平成 29 年度から５年間の計画として策

定しました。 

第２次整備計画では、過密状況の著しい知的障害特別支援学校と肢体不自由特別

支援学校について、以下の３つの手法を用いて過密状況への対応を図ることとしま

した。 

・学校の新設（県立学校及び市町村立学校の転用可能な校地、校舎等の活用） 

・教室棟、作業棟の増築（既存の県立特別支援学校の敷地内に増築） 

・通学区域の調整 

 

 

注４ 「作業棟の増築」 

過密状況を解消するため、校舎内にある作業学習室を校地内の別の場所に作業学習棟とし

て整備し、今まで作業学習室として使用していた教室を普通教室に再整備する手法。 

 

【例】 

 ○対応前（普通教室 ３教室） 

 

 

 

 

 

 

 ○対応後（普通教室 ５教室） 

 

 

 

 

 

 

注４ 

職員室 普通教室 

作業学習室 作業学習室 普通教室 普通教室 

事務室 

職員室 普通教室 

普通教室 普通教室 

事務室 

作業学習棟を校舎外に増築 

作業学習室 作業学習室 普普通通教教室室  普普通通教教室室  

２ 第２次整備計画に基づく具体的な取組 

第２次整備計画では、過密状況の著しい知的障害特別支援学校と肢体不自由特別

支援学校について、平成 28 年度時点の過密状況と令和３年度までの児童生徒数の

増加見込みを考慮して対応を行いました。具体的な整備手法としては、県立学校及

び市町村立学校の転用可能な校地・校舎等を活用した学校の新設、校舎の増築、及

び通学区域の調整により対応を進めました。 

第２次整備計画では、新設校１校を設置し、４校で増築を行うとともに、市原特

別支援学校（知的障害特別支援学校）及び松戸特別支援学校（肢体不自由特別支援

学校）の通学区域の調整を行いました。これにより、283 人程度の幼児児童生徒が

受入可能となり、過密状況への対応を進めることができました(表２)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県立学校の校地を活用した新設校】 
（東葛の森特別支援学校） 

【普通教室棟の増築による対応】 
（市原特別支援学校） 

【作業棟の増築による対応】 
（市川特別支援学校） 

【作業棟の増築による対応】 
（君津特別支援学校） 
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（表２） 第２次整備計画に基づく整備 

 

注５  南房総地域における通学区域変更 

学校 障害種 変更後の通学区域 

市原特別支援学校 知的 市原市（姉崎地区※を除く） 

槇の実特別支援学校 知的 
袖ケ浦市、 

市原市（姉崎地区※） 

※姉崎地区は市原市立姉崎中学校、市原市立姉崎東中学校及び市原市立有秋中学校の通学区域をいう。 

注６  東葛飾地域における通学区域変更 

学校 障害種 変更後の通学区域 

松戸特別支援学校 
肢体 

不自由 

松戸市（JR 武蔵野線以東）、鎌ケ谷市、 

柏市（つくばエクスプレス以南）、流山市（つくばエクスプレス以南、JR 武

蔵野線以東）、我孫子市、印西市（印旛地区、本埜地区を除く）、白井市 

野田特別支援学校 

知的 野田市 

肢体 

不自由 

野田市、柏市（つくばエクスプレス以北）、 

流山市（つくばエクスプレス以北） 

矢切特別支援学校 

知的 松戸市（概ね JR 武蔵野線から西側の中学校区） 

肢体 

不自由 

松戸市（JR 武蔵野線以西）、 

流山市（JR 武蔵野線以西） 

年度 
（令和） 学 校 名 学校種等 受入 

規模 
所在 
地域 備 考 

元年度 
市川特別支援学校 

知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

３０人 千葉 
葛南 作業棟の増築 

君津特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

２０人 南房総 作業棟の増築 

２年度 市原特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

５６人 南房総 普通教室棟の増築 

４年度 

桜が丘特別支援学校 
肢体不自由 
小・中・ 
高等部普通科 

５７人 千葉 
葛南 普通教室棟の増築 

東葛の森特別支援学校 知的障害 
高等部普通科 １２０人 東葛飾 

特別支援学校流山高
等学園第二キャンパ
ス敷地内に新設。柏特
別支援学校の高等部
を分離 

市原特別支援学校 
槇の実特別支援学校 

知的障害 
小・中 
高等部普通科 

― 南房総 市原特別支援学校の
通学区域を変更 

松戸特別支援学校 
矢切特別支援学校 
野田特別支援学校 

肢体不自由 
小・中・ 
高等部普通科 

― 東葛飾 
松戸特別支援学校の
通学区域を変更 

合計 ２８３人  

注５ 

注６ 

３ 第２次整備計画の評価と今後の課題 

幼児児童生徒の増加傾向は、第２次整備計画策定時の見込みを大きく上回る水準

で続いています。第２次整備計画策定時の推計では、令和３年度の県立特別支援学

校の在籍者数は 5,688 人を見込んでいましたが、実績はこれを大きく上回る 5,796

人となりました。特に知的障害特別支援学校については、推計 4,528 人のところ実

績 4,751 人、肢体不自由特別支援学校については、推計 687 人のところ実績 707 人

でした。第２次整備計画に基づく整備により、過密状況が緩和された地域もありま

すが、地域によっては、在籍者数の増加に伴い、やむを得ず特別教室を普通教室に

転用したり、１つの教室を複数の学級で合同使用したりするなどの対応をしている

学校もあり、依然、過密状況が続いています。また、第 1次整備計画で対応済みの

県立特別支援学校においても、その後のさらなる在籍者数の増加に伴い受入規模を

上回り、過密状況にある学校もあります。 

今後は、現在の県立特別支援学校における過密状況の改善や、開発地域の人口増

加等により見込まれる県立特別支援学校の児童生徒数増への対応のため、学校の新

設や増築等を早急に進めていくことが求められます。そのため、県立学校及び市町

村立学校の使用しなくなる校地・校舎等の活用による新設校の設置に加え、既存の

学校等に県立特別支援学校を併設する形での対応も検討していく必要があります。

併せて、新設校開校までには、関係市町村等との協議や設計、建築工事に一定の期

間を要することから、過密状況の対応を行う対象校については、新設校の設置や増

築等が完了するまでの間、プレハブ造の校舎の設置等の応急対策を行い、対応が完

了するまでの間の教室不足や施設の狭隘化に対応する必要もあります。 

   

 

注７ 「特別教室を普通教室に転用」 

 

 

 

 

 

注８ 「１つの教室を複数の学級で合同使用」 

注７ 注８ 

音楽室 普通教室 普通教室 

普通教室 
Ａ組 

 
Ｂ組 

（教室が不足） 

Ａ
組 

普通教室 

間仕切り 
↑ 

（合同使用） 

音楽室がなくなり、音楽

の学習は各普通教室で

実施。 

Ｂ
組 

【例】 

【例】 
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（表２） 第２次整備計画に基づく整備 

 

注５  南房総地域における通学区域変更 

学校 障害種 変更後の通学区域 

市原特別支援学校 知的 市原市（姉崎地区※を除く） 

槇の実特別支援学校 知的 
袖ケ浦市、 

市原市（姉崎地区※） 

※姉崎地区は市原市立姉崎中学校、市原市立姉崎東中学校及び市原市立有秋中学校の通学区域をいう。 

注６  東葛飾地域における通学区域変更 

学校 障害種 変更後の通学区域 

松戸特別支援学校 
肢体 

不自由 

松戸市（JR 武蔵野線以東）、鎌ケ谷市、 

柏市（つくばエクスプレス以南）、流山市（つくばエクスプレス以南、JR 武

蔵野線以東）、我孫子市、印西市（印旛地区、本埜地区を除く）、白井市 

野田特別支援学校 

知的 野田市 

肢体 

不自由 

野田市、柏市（つくばエクスプレス以北）、 

流山市（つくばエクスプレス以北） 

矢切特別支援学校 

知的 松戸市（概ね JR 武蔵野線から西側の中学校区） 

肢体 

不自由 

松戸市（JR 武蔵野線以西）、 

流山市（JR 武蔵野線以西） 

年度 
（令和） 学 校 名 学校種等 受入 

規模 
所在 
地域 備 考 

元年度 
市川特別支援学校 

知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

３０人 千葉 
葛南 作業棟の増築 

君津特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

２０人 南房総 作業棟の増築 

２年度 市原特別支援学校 
知的障害 
小・中・ 
高等部普通科 

５６人 南房総 普通教室棟の増築 

４年度 

桜が丘特別支援学校 
肢体不自由 
小・中・ 
高等部普通科 

５７人 千葉 
葛南 普通教室棟の増築 

東葛の森特別支援学校 知的障害 
高等部普通科 １２０人 東葛飾 

特別支援学校流山高
等学園第二キャンパ
ス敷地内に新設。柏特
別支援学校の高等部
を分離 

市原特別支援学校 
槇の実特別支援学校 

知的障害 
小・中 
高等部普通科 

― 南房総 市原特別支援学校の
通学区域を変更 

松戸特別支援学校 
矢切特別支援学校 
野田特別支援学校 

肢体不自由 
小・中・ 
高等部普通科 

― 東葛飾 
松戸特別支援学校の
通学区域を変更 

合計 ２８３人  

注５ 

注６ 

３ 第２次整備計画の評価と今後の課題 

幼児児童生徒の増加傾向は、第２次整備計画策定時の見込みを大きく上回る水準

で続いています。第２次整備計画策定時の推計では、令和３年度の県立特別支援学

校の在籍者数は 5,688 人を見込んでいましたが、実績はこれを大きく上回る 5,796

人となりました。特に知的障害特別支援学校については、推計 4,528 人のところ実

績 4,751 人、肢体不自由特別支援学校については、推計 687 人のところ実績 707 人

でした。第２次整備計画に基づく整備により、過密状況が緩和された地域もありま

すが、地域によっては、在籍者数の増加に伴い、やむを得ず特別教室を普通教室に

転用したり、１つの教室を複数の学級で合同使用したりするなどの対応をしている

学校もあり、依然、過密状況が続いています。また、第 1次整備計画で対応済みの

県立特別支援学校においても、その後のさらなる在籍者数の増加に伴い受入規模を

上回り、過密状況にある学校もあります。 

今後は、現在の県立特別支援学校における過密状況の改善や、開発地域の人口増

加等により見込まれる県立特別支援学校の児童生徒数増への対応のため、学校の新

設や増築等を早急に進めていくことが求められます。そのため、県立学校及び市町

村立学校の使用しなくなる校地・校舎等の活用による新設校の設置に加え、既存の

学校等に県立特別支援学校を併設する形での対応も検討していく必要があります。

併せて、新設校開校までには、関係市町村等との協議や設計、建築工事に一定の期

間を要することから、過密状況の対応を行う対象校については、新設校の設置や増

築等が完了するまでの間、プレハブ造の校舎の設置等の応急対策を行い、対応が完

了するまでの間の教室不足や施設の狭隘化に対応する必要もあります。 

   

 

注７ 「特別教室を普通教室に転用」 

 

 

 

 

 

注８ 「１つの教室を複数の学級で合同使用」 

注７ 注８ 

音楽室 普通教室 普通教室 

普通教室 
Ａ組 

 
Ｂ組 

（教室が不足） 

Ａ
組 

普通教室 

間仕切り 
↑ 

（合同使用） 

音楽室がなくなり、音楽

の学習は各普通教室で

実施。 

Ｂ
組 

【例】 

【例】 
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第３章 第３次整備計画の基本的な考え方と具体的な取組 

 

第１節 県立特別支援学校における過密状況について 

１ 過密状況の現状について 

（１）知的障害特別支援学校の状況 

本県の県立知的障害特別支援学校の多くは、昭和 54 年度の養護学校義務制の

実施に合わせ、昭和 50 年代に設置されました。当時は、小学部、中学部及び高

等部で１校当たり 100 人から 150 人程度の規模を想定して設置していました。 

昭和 54 年の県立養護学校（知的障害）の在籍者数は 10 校 921 人でした。その

後、知的障害特別支援学校全体の在籍者数は年々増加し、学校教育法の一部改正

により養護学校から特別支援学校となった平成 19 年度には 20 校 2,980 人、令和

３年度には 35 校 4,751 人（分校・分教室等を含む）となりました（図２）。 

教室不足が生じている学校の中には、やむを得ず、音楽室や図書室などの特別

教室等を普通教室に転用したり、一つの教室を複数の学級で合同使用したりして

対応している学校もあります。 
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4,751 
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[図２] 県立特別支援学校（知的障害）における在籍者数の推移 

（年度） 

※各年度とも５月１日現在 

（２）肢体不自由特別支援学校の状況 

本県の県立肢体不自由特別支援学校では、昭和 54 年度の養護学校義務制実施

の頃には、重複学級の割合が２割弱でしたが、令和３年度では、およそ９割が重

複学級に在籍しており、過密状況となっています（図３）。 

また、肢体不自由に伴う身体の動きやコミュニケーション等、一人一人の障害

の状態に応じた指導のためのスペースや、可能な限り自らの力で学校生活を送る

ことができるようにするための日常生活の指導に用いるスペース、多機能化する

車いすや姿勢保持用の補助具を用いるためのスペースを設けることが必要であ

り、教室や廊下等、施設が著しく狭隘化しています。肢体不自由特別支援学校に

は医療的ケアを必要とする児童生徒も多く在籍していることから、教室等に人工

呼吸器をはじめとする医療用資機材等を置くスペースも必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注９ 

[図３] 県立特別支援学校（肢体不自由）における重複学級の割合の推移 

注１０ 
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第３章 第３次整備計画の基本的な考え方と具体的な取組 

 

第１節 県立特別支援学校における過密状況について 

１ 過密状況の現状について 

（１）知的障害特別支援学校の状況 

本県の県立知的障害特別支援学校の多くは、昭和 54 年度の養護学校義務制の

実施に合わせ、昭和 50 年代に設置されました。当時は、小学部、中学部及び高

等部で１校当たり 100 人から 150 人程度の規模を想定して設置していました。 

昭和 54 年の県立養護学校（知的障害）の在籍者数は 10 校 921 人でした。その

後、知的障害特別支援学校全体の在籍者数は年々増加し、学校教育法の一部改正

により養護学校から特別支援学校となった平成 19 年度には 20 校 2,980 人、令和

３年度には 35 校 4,751 人（分校・分教室等を含む）となりました（図２）。 

教室不足が生じている学校の中には、やむを得ず、音楽室や図書室などの特別

教室等を普通教室に転用したり、一つの教室を複数の学級で合同使用したりして

対応している学校もあります。 
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[図２] 県立特別支援学校（知的障害）における在籍者数の推移 

（年度） 

※各年度とも５月１日現在 

（２）肢体不自由特別支援学校の状況 

本県の県立肢体不自由特別支援学校では、昭和 54 年度の養護学校義務制実施

の頃には、重複学級の割合が２割弱でしたが、令和３年度では、およそ９割が重

複学級に在籍しており、過密状況となっています（図３）。 

また、肢体不自由に伴う身体の動きやコミュニケーション等、一人一人の障害

の状態に応じた指導のためのスペースや、可能な限り自らの力で学校生活を送る

ことができるようにするための日常生活の指導に用いるスペース、多機能化する

車いすや姿勢保持用の補助具を用いるためのスペースを設けることが必要であ

り、教室や廊下等、施設が著しく狭隘化しています。肢体不自由特別支援学校に

は医療的ケアを必要とする児童生徒も多く在籍していることから、教室等に人工

呼吸器をはじめとする医療用資機材等を置くスペースも必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注９ 

[図３] 県立特別支援学校（肢体不自由）における重複学級の割合の推移 
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注９ 「重複学級」 

特別支援学校の学級編制基準については、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律」及び「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」

の規定等を踏まえ、「特別支援学校設置基準」において次のように示されている。 

 

学部 
単一障害者の場合 

(普通学級) 

重複障害者の割合 

(重複学級) 

幼稚部 ５人 ３人 

小学部 ６人 ３人 

中学部 ６人 ３人 

高等部 ８人 ３人 

 

 (例)小中学部を設置している学校において、ある学年に 12 人在籍している場合の学級編制 

  ①単一障害者 12 人が在籍 

 

 

 

 

  ②重複障害者 12 人が在籍 

 

 

 

 

 

注１０ 「医療的ケア」 

「医療的ケア児及びその家庭に対する支援に関する法律」では、「医療的ケア」とは、「人

工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう」とされている。また、一般的

には、医療的ケアとは、病院などの医療機関以外の場所（学校や自宅など）で日常的に継続

して行われる、喀痰吸引や経管栄養、気管切開部の衛生管理、導尿、インスリン注射などの

医行為を指し、病気治療のための入院や通院で行われる医行為は含まれないものとされて

いる。なお、学校で教員が医療的ケアを実施する場合には、社会福祉士及び介護福祉士法

に基づく喀痰吸引等研修を修了し、認定特定行為業務従事者として都道府県知事に認定を

受けることで、医師の指示の下、看護師等と連携し、医療的ケアのうち、喀痰吸引と経管栄

養の一部を行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

使用教室 
２教室 

１組 ２組 
○○○○○○ ○○○○○○ 

使用教室 
４教室 

１組 ２組 

○○○ ○○○ 

３組 ４組 

○○○ ○○○ 

（３）受入規模について 

過密状況解消のためには、その状況や背景をより正確に把握するとともに、在

籍児童生徒の障害の状態や各校の教室の使用状況等も加味して対応を検討する

必要があります。そこで県教育委員会では、定期的に県立特別支援学校を視察し

て、施設使用状況の把握に努めています。 

過密状況を数値で把握する手法としては、不足教室数を計上する方法がありま

すが、特別支援学校では幼児児童生徒一人一人の障害の状態を考慮して学級編制

が行われることや、重複学級児童生徒の在籍者数によって必要となる普通教室数

が異なることから、正確に不足教室数を把握することが困難です。そこで、県教

育委員会では、過密状況を教室数で捉えるのではなく、人数で捉えることとして

います。具体的には、学校ごとに過去５年間の在籍者数の状況と学校の開設当初

に整備された普通教室数（保有普通教室）を基に指標（受入規模）を算定し、各

校の在籍者数が受入規模をどの程度上回っているかで過密状況を判断していま

す。 

受入規模については、年度ごと、学校ごとで在籍者数の状況及び学級編制の状

況が異なることから、学校ごとに算定した受入規模を、地域ごとの知的障害、肢

体不自由それぞれの受入規模として集計しています。 

 

（４）現在の過密状況を解消するために必要な対応人数 

令和３年５月１日現在の、県立知的障害及び肢体不自由特別支援学校の各地域

の受入規模と過密状況を示したものが[図４]になります。 

障害種別に現在の過密状況を見ると、知的障害特別支援学校においては千葉・

葛南地域で 292 人規模、南房総地域で 222 人規模の過密状況にあり、それぞれの

地域に第２次整備計画で位置付けられた新設校の開校が早期に求められます。 

東葛飾地域では、つくばエクスプレス沿線の宅地開発等の人口流入により過密

状況にあり、180 人規模の対応が必要です。また、第 1 次整備計画で対応を図っ

てきた北総地域においても、第２次整備計画策定後における北総鉄道沿線の宅地

開発による人口流入等により児童生徒が増加し、161 人規模の過密状況となって

おり、対応が必要です。 

肢体不自由特別支援学校においては、千葉・葛南地域で107人規模の過密状況、

東葛飾地域で 100 人規模の過密状況にあり、令和３年度現在、知的障害特別支援

学校と肢体不自由特別支援学校では、東上総地域の３人を合わせ、1,065 人規模

の対応が必要です。 

 

12

関
係
資
料

整
備
計
画



 

注９ 「重複学級」 

特別支援学校の学級編制基準については、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律」及び「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」

の規定等を踏まえ、「特別支援学校設置基準」において次のように示されている。 

 

学部 
単一障害者の場合 

(普通学級) 

重複障害者の割合 

(重複学級) 

幼稚部 ５人 ３人 

小学部 ６人 ３人 

中学部 ６人 ３人 

高等部 ８人 ３人 

 

 (例)小中学部を設置している学校において、ある学年に 12 人在籍している場合の学級編制 

  ①単一障害者 12 人が在籍 

 

 

 

 

  ②重複障害者 12 人が在籍 

 

 

 

 

 

注１０ 「医療的ケア」 

「医療的ケア児及びその家庭に対する支援に関する法律」では、「医療的ケア」とは、「人

工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう」とされている。また、一般的

には、医療的ケアとは、病院などの医療機関以外の場所（学校や自宅など）で日常的に継続

して行われる、喀痰吸引や経管栄養、気管切開部の衛生管理、導尿、インスリン注射などの

医行為を指し、病気治療のための入院や通院で行われる医行為は含まれないものとされて

いる。なお、学校で教員が医療的ケアを実施する場合には、社会福祉士及び介護福祉士法

に基づく喀痰吸引等研修を修了し、認定特定行為業務従事者として都道府県知事に認定を

受けることで、医師の指示の下、看護師等と連携し、医療的ケアのうち、喀痰吸引と経管栄

養の一部を行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

使用教室 
２教室 

１組 ２組 
○○○○○○ ○○○○○○ 

使用教室 
４教室 

１組 ２組 

○○○ ○○○ 

３組 ４組 

○○○ ○○○ 

（３）受入規模について 

過密状況解消のためには、その状況や背景をより正確に把握するとともに、在

籍児童生徒の障害の状態や各校の教室の使用状況等も加味して対応を検討する

必要があります。そこで県教育委員会では、定期的に県立特別支援学校を視察し

て、施設使用状況の把握に努めています。 

過密状況を数値で把握する手法としては、不足教室数を計上する方法がありま

すが、特別支援学校では幼児児童生徒一人一人の障害の状態を考慮して学級編制

が行われることや、重複学級児童生徒の在籍者数によって必要となる普通教室数

が異なることから、正確に不足教室数を把握することが困難です。そこで、県教

育委員会では、過密状況を教室数で捉えるのではなく、人数で捉えることとして

います。具体的には、学校ごとに過去５年間の在籍者数の状況と学校の開設当初

に整備された普通教室数（保有普通教室）を基に指標（受入規模）を算定し、各

校の在籍者数が受入規模をどの程度上回っているかで過密状況を判断していま

す。 

受入規模については、年度ごと、学校ごとで在籍者数の状況及び学級編制の状

況が異なることから、学校ごとに算定した受入規模を、地域ごとの知的障害、肢

体不自由それぞれの受入規模として集計しています。 

 

（４）現在の過密状況を解消するために必要な対応人数 

令和３年５月１日現在の、県立知的障害及び肢体不自由特別支援学校の各地域

の受入規模と過密状況を示したものが[図４]になります。 

障害種別に現在の過密状況を見ると、知的障害特別支援学校においては千葉・

葛南地域で 292 人規模、南房総地域で 222 人規模の過密状況にあり、それぞれの

地域に第２次整備計画で位置付けられた新設校の開校が早期に求められます。 

東葛飾地域では、つくばエクスプレス沿線の宅地開発等の人口流入により過密

状況にあり、180 人規模の対応が必要です。また、第 1 次整備計画で対応を図っ

てきた北総地域においても、第２次整備計画策定後における北総鉄道沿線の宅地

開発による人口流入等により児童生徒が増加し、161 人規模の過密状況となって

おり、対応が必要です。 

肢体不自由特別支援学校においては、千葉・葛南地域で107人規模の過密状況、

東葛飾地域で 100 人規模の過密状況にあり、令和３年度現在、知的障害特別支援

学校と肢体不自由特別支援学校では、東上総地域の３人を合わせ、1,065 人規模

の対応が必要です。 
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 [図４] 県立知的障害及び肢体不自由特別支援学校の各地域の受入規模と過密状況 

(令和３年５月 1 日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 在籍者数の推移と今後の見通しについて 

（１）今後の児童生徒数の見通し 

ア 児童生徒数の推計方法について 

児童生徒数の推計については、県立特別支援学校に在籍する小学部１年生の在

籍率の過去５年間の平均値を、別途、推計を行った将来人口に乗じることにより

算出しました。 

その際、知的障害特別支援学校については、地域により人口分布に差があるこ

とから、地域別に児童生徒数の推計を行った上で、それらを合計した値を児童生

徒数の推計値としました。また、特別支援学校の在籍者数は年度により増減の変

動が大きく、推計結果の精度に影響が生じることから、在籍率の過去５年間の平

均値を乗じる作業を中学部、高等部入学時にもそれぞれ適用するなど、条件を変

えた５通りの推計を行なった上で、その平均値をとりました。 

 

注１１ 東葛飾地域における東葛の森特別支援学校（知的障害）の開校、千葉・葛南地域におけ

る桜が丘特別支援学校（肢体不自由）の増築棟供用に伴う受入規模の増加は、含まれてい

ない。 
 

注１２ 「児童生徒数の推計」 

児童生徒数は学校基本調査、年齢別人口は千葉県年齢別町丁字別人口、将来推計人口は『日

本の地域別将来人口』（平成 30（2018）年推計、国立社会保障・人口問題研究所）のデータ

をそれぞれ使用した。 
 

注１３ 「在籍率」 

県立特別支援学校における在籍率とは、年齢人口に対する、県立特別支援学校に在籍する

児童生徒数の割合のことである。 
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イ 今後の児童生徒数の見通しについて 

児童生徒数の今後の見通しについて、平成 29 年度から令和３年度までの推移

の平均を基に推計した結果を[図５]に示しました。令和３年度の児童生徒数は

5,796 人ですが、その後増加を続け、５年後の令和８年度には 6,024 人となり、

増加のピークを迎える見込みです。 

このうち知的障害特別支援学校の児童生徒数は、令和３年度が4,751人であり、

令和８年度には 4,994 人と 243 人増加、肢体不自由特別支援学校の児童生徒数

は、令和３年度が 707 人であり、令和８年度には 734 人と 27 人増加する見込み

です。 

10年後の令和13年度は県立特別支援学校全体の児童生徒数は5,790人となり、

増加のピークと見込まれる令和８年度からは 234 人減少すると見込まれていま

す。しかしながら、令和 13 年度に見込まれる児童生徒数は、令和３年度現在の

児童生徒数とほぼ同数となる見込みです。 

地域ごとの推計を見てみると、宅地開発等が進んだことで人口流入の要因があ

る千葉・葛南地域、東葛飾地域及び北総地域では、令和８年度以降も在籍児童生

徒数は増加する見込みです。また、南房総地域では、東京湾アクアライン着岸地

域周辺で児童生徒数が多く見込まれています（図６及び図７）。 

これらの地域では、今後、新規の宅地開発による人口流入などによる状況の変

化等に伴い、実際の在籍者数が推計結果から増減する可能性もあることから、引

き続き県立特別支援学校における在籍児童生徒数の増減を注視していく必要が

あります。 

 

（２）児童生徒数増への対応に必要な対応人数について 

[図５]に示した令和３年度現在の今後の児童生徒数の推計によると、前期計画

が終了となる令和８年度には、知的障害特別支援学校の児童生徒数は令和３年度

から 243 人増加し 4,994 人に、肢体不自由特別支援学校の児童生徒数は令和３年

度から 27 人増加し 734 人にそれぞれなる見込みです。 

令和３年度現在、前期計画における児童生徒増への対応に必要な対応人数は、

これら増加分を合わせた 270 人規模の対応が必要となります。 
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 [図４] 県立知的障害及び肢体不自由特別支援学校の各地域の受入規模と過密状況 

(令和３年５月 1 日現在) 
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[図５] 県立特別支援学校の障害種別在籍者数の推移と今後の推計 
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[図６] 県立特別支援学校（知的障害）における地域別在籍者数の推移と今後の推計 
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（３）県立特別支援学校及び特別支援学級における在籍率の状況 

県立特別支援学校における在籍率も増加傾向にあります。[図８]は、本県の年

齢人口に対する県立特別支援学校（知的障害）の各学部１年生の在籍率を集計し

たものです。 

県立知的障害特別支援学校の各学部１年生における、各年齢人口に対する在籍

率は、平成 28 年度には小学部で 0.40％、中学部で 0.47％、高等部で 1.43％でし

た。その後、全学部で上昇を続け、令和３年度では小学部で 0.52％、中学部で

0.57％となりました。直近５年間では特に小中学部の在籍率の上昇が顕著となっ

ています。 

 [図９]は、県内公立小中学校における１年生の、各年齢人口に対する特別支

援学級への在籍率を示したものです。平成 18 年度以降、小中学校ともに特別支

援学級の在籍率は上昇を続けており、令和３年度の直近５年間で小学校１年生の

特別支援学級在籍率は 0.71 ポイント増、中学校１年生では 0.77 ポイント増とな

っています。県立特別支援学校高等部１年生の在籍率が小中学部に比べて高い

（図８）のは、小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の多くが高等部段階

から特別支援学校に入学するためです。小中学校の特別支援学級在籍率が上昇し

ていることから、今後、高等部の在籍率は増加することも考えられます。 

 

[図７] 今後、県立特別支援学校（知的障害）の児童生徒数の増加が見込まれる地域 

※地理院地図 Vector（国土地理院）を使用して作成した地図を加工して掲載。 

東葛飾地域 
（野田市、流山市、柏市、我孫子市、松戸市、鎌ケ谷市） 

南房総地域の一部 
（東京湾アクアライン着岸地域周辺） 

千葉・葛南地域 
（千葉市・市川市・浦安市・船橋市・習志野市・八千代市） 

北総地域の一部 
（北総鉄道沿線及び四街道市・佐倉市周辺） 
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[図５] 県立特別支援学校の障害種別在籍者数の推移と今後の推計 
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（図８）のは、小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の多くが高等部段階

から特別支援学校に入学するためです。小中学校の特別支援学級在籍率が上昇し

ていることから、今後、高等部の在籍率は増加することも考えられます。 

 

[図７] 今後、県立特別支援学校（知的障害）の児童生徒数の増加が見込まれる地域 

※地理院地図 Vector（国土地理院）を使用して作成した地図を加工して掲載。 

東葛飾地域 
（野田市、流山市、柏市、我孫子市、松戸市、鎌ケ谷市） 

南房総地域の一部 
（東京湾アクアライン着岸地域周辺） 

千葉・葛南地域 
（千葉市・市川市・浦安市・船橋市・習志野市・八千代市） 

北総地域の一部 
（北総鉄道沿線及び四街道市・佐倉市周辺） 
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[図８] 県立特別支援学校（知的障害）各学部１年生の在籍率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[図９] 県内公立小中学校特別支援学級（知的障害・情緒障害） 
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３ 設置基準について 

県教育委員会では、これまでも在籍者数の増加に伴う過密状況の解消を図るため

に、学校教育法施行規則や国が定めた特別支援学校施設整備指針等を参考としつつ、

児童生徒の障害の状態や、各学校及び地域の状況に応じて、必要となる施設・設備

等の整備を行ってきました。 

令和３年９月に、文部科学省は設置基準を公布しました。これは、特別支援学校

を設置するために必要な最低限の基準として初めて制定されたもので、地域の実態

に応じた適切な対応が可能となるよう、弾力的・大綱的に規定されています。 

具体的には、教室や自立活動室、図書室など校舎に備えるべき施設や、校舎及び

運動場の面積などが規定されています。 

令和３年５月１日現在の在籍者数を基に、各県立特別支援学校の設置基準の規定

を満たしているか確認したところ、県立特別支援学校 36 校中、校舎面積について

は 20 校が、運動場面積については 23 校が設置基準の面積要件を満たしています。

また、備えるべき施設についての規定については、例えば、図書室は 25 校に、自

立活動室は全ての学校について満たしています。 

文部科学省の通知（令和３年 9 月 24 日付け文科省通知「特別支援学校設置基準

の公布等について(通知)」（３文科初第 1076 号））によれば、「設置基準策定以前に

設置されている特別支援学校の編制並びに施設及び設備については、当分の間、設

置基準によらないことができることとしているが、可能な限り速やかに設置基準を

満たすこととなるよう努めること」（附則第２項関係）としています。また、「この

設置基準を、特別支援学校を設置するのに必要な最低の基準として位置付けるとと

もに、特別支援学校の設置者は、特別支援学校の編制、施設及び設備等がこの設置

基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、これらの水準の向上

を図ることに努めなければならない」（第１条第２項及び第３項関係）とも規定し

ています。このことから、今後は、過密状況への対応に併せ、既存校も含めた県立

特別支援学校の設置基準への対応も必要です。 

具体的には、普通教室における合同使用については、設置基準の趣旨を踏まえ、

特別の事情がある場合を除き、教室の狭隘化や指導上の課題等が生じないようにす

るため、解消に向けた対応を検討する必要があります。また、やむを得ず普通教室

に転用されてきた図書室や音楽室、家庭教室など、学習上必要な特別教室について

は、過密状況への対応と併せ、学校ごとに整備に向けた対応を必要に応じて検討し

ていきます。 

 

注１４ 「特別の事情」 

例えば、教育的効果を高める目的で少人数の学級同士が一つの教室で学ぶ場合。 

注１４ 
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を満たしているか確認したところ、県立特別支援学校 36 校中、校舎面積について
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また、備えるべき施設についての規定については、例えば、図書室は 25 校に、自

立活動室は全ての学校について満たしています。 
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置基準によらないことができることとしているが、可能な限り速やかに設置基準を
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もに、特別支援学校の設置者は、特別支援学校の編制、施設及び設備等がこの設置

基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、これらの水準の向上

を図ることに努めなければならない」（第１条第２項及び第３項関係）とも規定し

ています。このことから、今後は、過密状況への対応に併せ、既存校も含めた県立

特別支援学校の設置基準への対応も必要です。 

具体的には、普通教室における合同使用については、設置基準の趣旨を踏まえ、

特別の事情がある場合を除き、教室の狭隘化や指導上の課題等が生じないようにす

るため、解消に向けた対応を検討する必要があります。また、やむを得ず普通教室

に転用されてきた図書室や音楽室、家庭教室など、学習上必要な特別教室について

は、過密状況への対応と併せ、学校ごとに整備に向けた対応を必要に応じて検討し

ていきます。 
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例えば、教育的効果を高める目的で少人数の学級同士が一つの教室で学ぶ場合。 
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第２節 今後の対応 

１ 取組について 

  第３次整備計画では、大きく２つの取組を進めます。なお、整備に当たっては、  

設置基準の趣旨に合致させることを前提とし、関係市町村等の協力を得ながら、具

体的対応の検討が可能な状況となった時点から対応していきます。 

 

（１）取組Ⅰ「現在の過密状況への対応」 

令和３年度現在、知的障害特別支援学校と肢体不自由特別支援学校を合わせ、

1,065 人規模の過密状況にあることから、これを解消するため、学校の新設及び

既存校への増築等を行います。新設及び増築等を行う際は、今後見込まれる児童

生徒数増への対応（取組Ⅱ）も見込んで整備する規模を設定し、対応することと

します。 

 

（２）取組Ⅱ「今後見込まれる在籍児童生徒数増への対応」 

令和３年度現在の推計に基づき、知的障害特別支援学校と肢体不自由特別支援

学校で見込まれる、今後 10 年間の児童生徒数の増加に対応するため、各学校の

児童生徒数や教室の使用状況等を踏まえ、学校の新設や既存校への増築等の対応

を検討し、教育環境の改善に努めます。 

 

 

２ 手法及び具体的対応について 

（１）手法について 

   整備手法としては、設置基準の趣旨に合致させることを前提とし、 

 

①学校の新設（県立学校及び市町村立学校の転用可能な校地・校舎等の活用） 

②既存校舎の増築等 

 

の二つの手法で対応します。 

また、採用する具体的な整備の手法や想定する学校規模については、第２次整

備計画の継続事業を含め、関係市町村等との協議の結果、対応が可能となった段

階で現在の児童生徒数等の状況と今後の増加見込みを考慮し、検討した上で整備

に着手します。 

 

 

 

（２）具体的な対応について 

ア 前期計画 

取組Ⅰを優先して取り組むこととします。特に、第２次整備計画からの継続事

業や、受入規模を超える在籍者数や過密に伴う普通教室の合同使用の状況等から

判断して、著しい過密状況にある県立特別支援学校については、関係市町村等の

協力を得ながら、早期に対応ができるよう努めます（表３）。 

なお、関係市町村等との協議や新設校等の設計、建築工事に一定の期間がかか

ることから、対象校敷地内への増築等、対応完了までの間の応急的な過密状況へ

の対応を併せて検討し、実施します。 

 

 

 

（表３）第３次県立特別支援学校整備計画（前期計画）における対応予定 

 

地域 対 象 校 対応障害種 

千
葉
・
葛
南 

千葉特別支援学校 

八千代特別支援学校 
知的障害 

市川特別支援学校 

船橋特別支援学校 

知的障害 

肢体不自由 

東
葛
飾 

松戸特別支援学校 肢体不自由 

北
総 印旛特別支援学校 知的障害 

南
房
総 

君津特別支援学校 知的障害 

※各学校の在籍者数の増減や学校を取り巻く状況等について引き続き注視し、上記以外

の県立特別支援学校においても、その状況に応じて必要な対応を検討する。 

※後期計画における具体的対応については令和８年度に中間評価を行った上で、対応す

る学校、地域を検討する。 
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（２）取組Ⅱ「今後見込まれる在籍児童生徒数増への対応」 
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備計画の継続事業を含め、関係市町村等との協議の結果、対応が可能となった段
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（２）具体的な対応について 

ア 前期計画 

取組Ⅰを優先して取り組むこととします。特に、第２次整備計画からの継続事

業や、受入規模を超える在籍者数や過密に伴う普通教室の合同使用の状況等から

判断して、著しい過密状況にある県立特別支援学校については、関係市町村等の

協力を得ながら、早期に対応ができるよう努めます（表３）。 
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千
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・
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千葉特別支援学校 
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21

関
係
資
料

整
備
計
画



イ 後期計画 

後期計画では、引き続き過密状況の解消に努める予定ですが、推計から、令和

８年度以降は児童生徒数が減少に転じると見込まれるものの、公立小中学校に設

置された特別支援学級や県立特別支援学校の在籍率が依然増加傾向であること

から、さらに過密状況への対応を行う必要が生じる可能性も否定できません。 

よって、後期計画における具体的対応については、毎年の県立特別支援学校の

在籍者数の推移を引き続き注視するとともに、令和８年度に改めて児童生徒数の

推計を行い、中間評価を行った上で具体的対応を検討し、必要な規模の整備に努

めることとします。具体的な対応については、その時点で計画に位置付けます。 

 

ウ 設置基準への対応 

既存校における設置基準への対応については、設置基準の趣旨を踏まえ、過密

状況への対応や「千葉県県有建物長寿命化計画」に伴う県立特別支援学校の大規

模改修への対応と併せ、各学校の状況に応じて個別に必要な対応を検討していき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 整備に係る課題 

今後の整備については、過密状況への対応が急務であることから、引き続き、対

象校の通学区域内にある県立学校及び市町村立学校の使用しなくなる校地・校舎等

を活用した整備を行っていきます。 

しかしながら、人口流入の多い地域については、活用できる施設等が限られるこ

とから、引き続き、関係市町村等の協力を得て、候補施設の調査を継続するととも

に、できるだけ早い対応ができるよう、県立学校及び市町村立学校等の既存校への

併設による新設校等の設置も進めていきます。 

小中高等学校等の既存校への併設による新設校等の設置は、障害のある幼児児童

生徒と障害のない幼児児童生徒が可能な限り共に学ぶことが可能となることから、

子供たちが共生社会の一員として共に認め合い、支え合い、誇りを持って生きられ

る社会の構築の基礎を培う教育の実現に資するものです。一方、既存校と新設され

る県立特別支援学校が、教室や体育館、運動場等を共用することになることから、

双方の学校において教育上及び安全上支障が生じないよう、事前に十分な協議等が

必要です。また、今後予定されている校舎等大規模改修工事との調整や、特別支援

学校で学習に使用する農場等の実習施設の整備など、検討すべき課題もあります。 

県教育委員会では、既存校への併設による整備を行い、施設・設備等を共用する

場合には、例えば、図書室については、特別支援学校の幼児児童生徒のための書籍

を備えることや、特別教室や運動場等については、特別支援学校の幼児児童生徒が

不自由なく使用できるようにすること等、関係市町村等や既存校、新設する特別支

援学校と丁寧に調整を進め、双方の学校において教育上及び安全上の支障が生じな

いよう努めます。 

 

 

注１５ 「既存校への併設による新設校等の設置」 

 

県立学校及び市町村立学校の使用しなくなる校地・校舎等の活用例 

 

Ａ 使用しなくなった校舎の活用 

使用しなくなった県立高等学校の校舎や市町村立学校等の校舎を活用し、増改築を行いな

がら対応する方法。 

 

Ｂ 使用する校舎を分けて活用 

現在ある県立高等学校や市町村立学校等の余裕施設を活用して対応する方法。 

 

Ｃ 余裕教室を活用 

現在ある県立高等学校や市町村立学校等の余裕教室を活用して対応する方法。 
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イ 後期計画 
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第４章 資料編 
 

 

１ 県立特別支援学校一覧･････････････････････････････････････････････２６ 

 

２ 特別支援学校設置基準（文部科学省令第 45 号）･･･････････････････････２８ 

 

３ 特別支援学校設置基準の公布等について(通知)（令和３年９月 24 日付け文部

科学省通知）･･･････････････････････････････････････････････････････３３ 

 

４ 特別支援学校における教室不足の解消について（通知）（令和２年１月 31 日付

け文部科学省通知）･････････････････････････････････････････････････３８ 

 

５ 特別支援学校における教室不足の解消について（通知）（令和４年３月１日付

け文部科学省通知）･････････････････････････････････････････････････４０ 

 

６ 県の諸計画に位置付けられた、県立特別支援学校の整備に関する取組部分（抜

粋）･･･････････････････････････････････････････････････････････････４３ 

（１）千葉県総合計画 ～新しい千葉の時代を切り開く～（千葉県） 

（２）第３期千葉県教育振興基本計画「次世代へ光り輝く『教育立県ちば』プラン」

（千葉県/千葉県教育委員会） 

（３）第３次千葉県特別支援教育推進基本計画（千葉県教育委員会） 

 

７ 県立特別支援学校（知的障害） 学部別児童生徒数の推移･･････････････４５ 

 

８ 県立特別支援学校（知的障害） 教育事務所別児童生徒数の推移････････４５ 

 

９ 千葉県における公立小中学校 特別支援学級の児童生徒数の推移････････４６ 

 

10 県立特別支援学校（全体）における重複障害児童生徒数の推移･･････････４６ 
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１ 県立特別支援学校一覧（令和４年４月１日現在） 

 本計画では、県立特別支援学校（３７校）について、次のように整理しています。 

学校種・地域 学校名 

視覚障害特別支援学校（１校） 千葉盲学校 

聴覚障害特別支援学校 （１校） 千葉聾学校（安房特別支援学校館山聾分校幼稚部を含む） 

知的障害特別支援学校 （２８校） 

 千葉・葛南地域 （５校） 千葉特別支援学校 

八千代特別支援学校 

習志野特別支援学校 

市川特別支援学校 

特別支援学校市川大野高等学園（専門学科） 

 東葛飾地域  （８校） つくし特別支援学校 

矢切特別支援学校 

柏特別支援学校（流山分教室を含む） 

特別支援学校流山高等学園（専門学科） 

東葛の森特別支援学校 

野田特別支援学校 

我孫子特別支援学校（清新分校を含む） 

湖北特別支援学校（専門学科を含む） 

 北総地域   （７校） 印旛特別支援学校（さくら分校を含む） 

富里特別支援学校 

栄特別支援学校 

香取特別支援学校 

銚子特別支援学校 

八日市場特別支援学校 

飯高特別支援学校 

 東上総地域  （４校） 東金特別支援学校 

大網白里特別支援学校 

長生特別支援学校 

夷隅特別支援学校 

 南房総地域  （４校） 安房特別支援学校（鴨川分教室、館山聾分校高等部を含む） 

君津特別支援学校 

槇の実特別支援学校 

市原特別支援学校（つるまい風の丘分校（専門学科）を含む） 

肢体不自由特別支援学校 

（５校） 

桜が丘特別支援学校 

袖ケ浦特別支援学校 

船橋特別支援学校 

船橋夏見特別支援学校 

松戸特別支援学校 

病弱特別支援学校 

（２校） 

仁戸名特別支援学校 

四街道特別支援学校 

（君津特別支援学校上総湊分教室を含む） 

 

※銚子、長生、野田、矢切、栄、大網白里の各県立特別支援学校は知的障害者と肢体不自由者を、安房特別

支援学校は知的障害者、病弱者及び肢体不自由者を、君津、柏の各県立特別支援学校は知的障害者と病弱

者をそれぞれ教育する学校であるが、いずれの学校でも知的障害のある児童生徒数の方が多いことから、

知的障害特別支援学校に分類している。 

※安房特別支援学校館山聾分校については、幼稚部を聴覚障害、高等部を知的障害に分類している。 

※袖ケ浦特別支援学校は、肢体不自由者と病弱者を教育する学校であるが、肢体不自由のある児童生徒数の

方が多いことから、肢体不自由特別支援学校に分類している。 

四街道●

袖ケ浦●●

千葉盲▲

千葉聾▲

野野田田■●

柏■●

柏特支 流山分教室

（流山高校内）■
流山■

流山第二■
（流山東高校活用）

松戸●
つくし■

我孫子特支 清新分校■

（沼南高柳高校内）

我孫子■
湖湖北北■■

（湖北高校活用）

矢矢切切■●
（松戸矢切高校活用）

市市川川大大野野■
（市川北高校活用）

市川■

船橋●
船船橋橋夏夏見見●

（船橋旭高校活用）

習習志志野野■

（袖ケ浦東幼稚園活用）

八千代■

千葉■

安房■●●

安安房房特特支支 館館山山聾聾分分校校▲■

安房特支 鴨川分教室■
（鴨川小学校内）

君津■●

夷隅■

槇の実■

市原特支 つるまい風の丘分校■
（鶴舞桜が丘高校グリーンキャンパス内）

市原■

長生●■

大大網網白白里里■ ● ■
（白里高校活用）

東金■

銚子●■

八日市場■

飯飯高高■
（飯高小学校活用）

香取■

栄栄■●
（栄東中学校活用）

富里■

印旛■

印印旛旛特特支支 ささくくらら分分校校■

（佐倉南高校内）

仁戸名●

桜が丘●

県立特別支援学校配置図（令和４年４月１日現在）

障害種別
▲視覚
▲聴覚
●肢体不自由
●病弱
■知的
■知的（専門学科・職業コース）

活用施設
実線 高校活用
点線 小・中学校等活用

君津特支 上総湊分教室●
（望みの門木下記念学園内）

東東葛葛のの森森■文

文
文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文
文

文

文

文

文
文

文

文

文

文

文

文

文文

文

文

文

文

文

文

文

文

26

関
係
資
料

整
備
計
画



１ 県立特別支援学校一覧（令和４年４月１日現在） 

 本計画では、県立特別支援学校（３７校）について、次のように整理しています。 

学校種・地域 学校名 

視覚障害特別支援学校（１校） 千葉盲学校 

聴覚障害特別支援学校 （１校） 千葉聾学校（安房特別支援学校館山聾分校幼稚部を含む） 

知的障害特別支援学校 （２８校） 

 千葉・葛南地域 （５校） 千葉特別支援学校 

八千代特別支援学校 

習志野特別支援学校 

市川特別支援学校 

特別支援学校市川大野高等学園（専門学科） 

 東葛飾地域  （８校） つくし特別支援学校 

矢切特別支援学校 

柏特別支援学校（流山分教室を含む） 

特別支援学校流山高等学園（専門学科） 

東葛の森特別支援学校 

野田特別支援学校 

我孫子特別支援学校（清新分校を含む） 

湖北特別支援学校（専門学科を含む） 

 北総地域   （７校） 印旛特別支援学校（さくら分校を含む） 

富里特別支援学校 

栄特別支援学校 

香取特別支援学校 

銚子特別支援学校 

八日市場特別支援学校 

飯高特別支援学校 

 東上総地域  （４校） 東金特別支援学校 

大網白里特別支援学校 

長生特別支援学校 

夷隅特別支援学校 

 南房総地域  （４校） 安房特別支援学校（鴨川分教室、館山聾分校高等部を含む） 

君津特別支援学校 

槇の実特別支援学校 

市原特別支援学校（つるまい風の丘分校（専門学科）を含む） 

肢体不自由特別支援学校 

（５校） 

桜が丘特別支援学校 

袖ケ浦特別支援学校 

船橋特別支援学校 

船橋夏見特別支援学校 

松戸特別支援学校 

病弱特別支援学校 

（２校） 

仁戸名特別支援学校 

四街道特別支援学校 

（君津特別支援学校上総湊分教室を含む） 

 

※銚子、長生、野田、矢切、栄、大網白里の各県立特別支援学校は知的障害者と肢体不自由者を、安房特別

支援学校は知的障害者、病弱者及び肢体不自由者を、君津、柏の各県立特別支援学校は知的障害者と病弱

者をそれぞれ教育する学校であるが、いずれの学校でも知的障害のある児童生徒数の方が多いことから、

知的障害特別支援学校に分類している。 

※安房特別支援学校館山聾分校については、幼稚部を聴覚障害、高等部を知的障害に分類している。 

※袖ケ浦特別支援学校は、肢体不自由者と病弱者を教育する学校であるが、肢体不自由のある児童生徒数の

方が多いことから、肢体不自由特別支援学校に分類している。 

四街道●

袖ケ浦●●

千葉盲▲

千葉聾▲

野野田田■●

柏■●

柏特支 流山分教室

（流山高校内）■
流山■

流山第二■
（流山東高校活用）

松戸●
つくし■

我孫子特支 清新分校■

（沼南高柳高校内）

我孫子■
湖湖北北■■

（湖北高校活用）

矢矢切切■●
（松戸矢切高校活用）

市市川川大大野野■
（市川北高校活用）

市川■

船橋●
船船橋橋夏夏見見●

（船橋旭高校活用）

習習志志野野■

（袖ケ浦東幼稚園活用）

八千代■

千葉■

安房■●●

安安房房特特支支 館館山山聾聾分分校校▲■

安房特支 鴨川分教室■
（鴨川小学校内）

君津■●

夷隅■

槇の実■

市原特支 つるまい風の丘分校■
（鶴舞桜が丘高校グリーンキャンパス内）

市原■

長生●■

大大網網白白里里■ ● ■
（白里高校活用）

東金■

銚子●■

八日市場■

飯飯高高■
（飯高小学校活用）

香取■

栄栄■●
（栄東中学校活用）

富里■

印旛■

印印旛旛特特支支 ささくくらら分分校校■

（佐倉南高校内）

仁戸名●

桜が丘●

県立特別支援学校配置図（令和４年４月１日現在）

障害種別
▲視覚
▲聴覚
●肢体不自由
●病弱
■知的
■知的（専門学科・職業コース）

活用施設
実線 高校活用
点線 小・中学校等活用

君津特支 上総湊分教室●
（望みの門木下記念学園内）

東東葛葛のの森森■文

文
文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文

文
文

文

文

文

文
文

文

文

文

文

文

文

文文

文

文

文

文

文

文

文

文
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２ 特別支援学校設置基準（文部科学省令第 45号） 

 

学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第３条

の規定に基づき、特別支援学校設置基準を次の

ように定める。 

令和３年９月 24日 

文部科学大臣 萩生田光一 

 

特別支援学校設置基準 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 学科（第３条・第４条） 

第３章 編制（第５条―第 12条） 

第４章 施設及び設備（第 13条―第 18 条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 特別支援学校は、学校教育法（昭和

22年法律第 26号）その他の法令の規定によ

るほか、この省令の定めるところにより設置

するものとする。 

２ この省令で定める設置基準は、特別支援学

校を設置するのに必要な最低の基準とする。 

３ 特別支援学校の設置者は、特別支援学校の

編制、施設及び設備等がこの省令で定める設

置基準より低下した状態にならないように

することはもとより、これらの水準の向上を

図ることに努めなければならない。 

（設置基準の特例） 

第２条 高等部を置く特別支援学校で公立の

ものについては都道府県の教育委員会、私立

のものについては都道府県知事（次項におい

て「都道府県教育委員会等」という。）は、

２以上の学科を設置する場合その他これに

類する場合において、教育上支障がないと認

めるときは、特別支援学校の編制、施設及び

設備に関し、必要と認められる範囲内におい

て、この省令に示す基準に準じて、別段の定

めをすることができる。 

２ 専攻科及び別科の編制、施設及び設備等に

ついては、この省令に示す基準によらなけれ

ばならない。ただし、教育上支障がないと認

めるときは、都道府県教育委員会等は、専攻

科及び別科の編制、施設及び設備等に関し、

必要と認められる範囲内において、この省令

に示す基準に準じて、別段の定めをすること

ができる。 

第２章 学科 

（学科の種類） 

第３条 特別支援学校の高等部の学科は、次の

とおりとする。 

１ 普通教育を主とする学科 

２ 専門教育を主とする学科 

第４条 前条第１号に定める学科は、普通科と

する。 

２ 前条第２号に定める学科は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に掲げる学科その

他専門教育を施す学科として適正な規模及

び内容があると認められるものとする。 

１ 視覚障害者である生徒に対する教育を

行う学科 

イ 家庭に関する学科 

ロ 音楽に関する学科 

ハ 理療に関する学科 

ニ 理学療法に関する学科 

２ 聴覚障害者である生徒に対する教育を

行う学科 

イ 農業に関する学科 

ロ 工業に関する学科 

ハ 商業に関する学科 

ニ 家庭に関する学科 

ホ 美術に関する学科 

ヘ 理容・美容に関する学科 

ト 歯科技工に関する学科 

３ 知的障害者、肢体不自由者又は病弱者

（身体虚弱者を含む。第６条第２項及び

別表において同じ。）である生徒に対する

教育を行う学科 

イ 農業に関する学科 

ロ 工業に関する学科 

ハ 商業に関する学科 

ニ 家庭に関する学科 

ホ 産業一般に関する学科 

第３章 編制 

（１学級の幼児、児童又は生徒の数） 

第５条 幼稚部の１学級の幼児数は、５人（視

覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由又

は病弱（身体虚弱を含む。以下この条及び別

表において同じ。）のうち２以上併せ有する

幼児で学級を編制する場合にあっては、３人）

以下とする。ただし、特別の事情があり、か

つ、教育上支障がない場合は、この限りでな

い。 

２ 小学部又は中学部の１学級の児童又は生徒

の数は、６人（視覚障害、聴覚障害、知的障

害、肢体不自由又は病弱のうち２以上併せ有

する児童又は生徒で学級を編制する場合に

あっては、３人）以下とする。ただし、特別

の事情があり、かつ、教育上支障がない場合

は、この限りでない。 

３ 高等部の１学級の生徒数は、８人（視覚障

害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由又は病

弱のうち２以上併せ有する生徒で学級を編

制する場合にあっては、３人）以下とする。

ただし、特別の事情があり、かつ、教育上支

障がない場合は、この限りでない。 

（学級の編制） 

第６条 特別支援学校の学級は、特別の事情が

ある場合を除いては、幼稚部にあっては、学

年の初めの日の前日において同じ年齢にあ

る幼児で編制するものとし、小学部、中学部

及び高等部にあっては、同学年の児童又は生

徒で編制するものとする。 

２ 特別支援学校の学級は、特別の事情がある

場合を除いては、視覚障害者、聴覚障害者、

知的障害者、肢体不自由者又は病弱者の別ご

とに編制するものとする。 

（教諭等の数等） 

第７条 複数の部又は学科を設置する特別支

援学校には、相当数の副校長又は教頭を置く

ものとする。 

２ 特別支援学校に置く主幹教諭、指導教諭又

は教諭（次項において「教諭等」という。）

の数は、１学級当たり１人以上とする。 

３ 教諭等は、特別の事情があり、かつ、教育

上支障がない場合は、副校長若しくは教頭が

兼ね、又は助教諭若しくは講師をもって代え

ることができる。 

（養護教諭等） 

第８条 特別支援学校には、幼児、児童及び生

徒（以下「児童等」という。）の数等に応じ、

相当数の養護をつかさどる主幹教諭、養護教

諭その他の児童等の養護をつかさどる職員

を置くよう努めなければならない。 

（実習助手） 

第９条 高等部を置く特別支援学校には、必

要に応じて相当数の実習助手を置くもの

とする。 

（事務職員の数） 

第 10 条 特別支援学校には、部の設置の状

況、児童等の数等に応じ、相当数の事務職

員を置かなければならない。 
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２ 特別支援学校設置基準（文部科学省令第 45号） 

 

学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第３条

の規定に基づき、特別支援学校設置基準を次の

ように定める。 

令和３年９月 24日 

文部科学大臣 萩生田光一 

 

特別支援学校設置基準 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 学科（第３条・第４条） 

第３章 編制（第５条―第 12条） 

第４章 施設及び設備（第 13条―第 18 条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 特別支援学校は、学校教育法（昭和

22年法律第 26号）その他の法令の規定によ

るほか、この省令の定めるところにより設置

するものとする。 

２ この省令で定める設置基準は、特別支援学

校を設置するのに必要な最低の基準とする。 

３ 特別支援学校の設置者は、特別支援学校の

編制、施設及び設備等がこの省令で定める設

置基準より低下した状態にならないように

することはもとより、これらの水準の向上を

図ることに努めなければならない。 

（設置基準の特例） 

第２条 高等部を置く特別支援学校で公立の

ものについては都道府県の教育委員会、私立

のものについては都道府県知事（次項におい

て「都道府県教育委員会等」という。）は、

２以上の学科を設置する場合その他これに

類する場合において、教育上支障がないと認

めるときは、特別支援学校の編制、施設及び

設備に関し、必要と認められる範囲内におい

て、この省令に示す基準に準じて、別段の定

めをすることができる。 

２ 専攻科及び別科の編制、施設及び設備等に

ついては、この省令に示す基準によらなけれ

ばならない。ただし、教育上支障がないと認

めるときは、都道府県教育委員会等は、専攻

科及び別科の編制、施設及び設備等に関し、

必要と認められる範囲内において、この省令

に示す基準に準じて、別段の定めをすること

ができる。 

第２章 学科 

（学科の種類） 

第３条 特別支援学校の高等部の学科は、次の

とおりとする。 

１ 普通教育を主とする学科 

２ 専門教育を主とする学科 

第４条 前条第１号に定める学科は、普通科と

する。 

２ 前条第２号に定める学科は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に掲げる学科その

他専門教育を施す学科として適正な規模及

び内容があると認められるものとする。 

１ 視覚障害者である生徒に対する教育を

行う学科 

イ 家庭に関する学科 

ロ 音楽に関する学科 

ハ 理療に関する学科 

ニ 理学療法に関する学科 

２ 聴覚障害者である生徒に対する教育を

行う学科 

イ 農業に関する学科 

ロ 工業に関する学科 

ハ 商業に関する学科 

ニ 家庭に関する学科 

ホ 美術に関する学科 

ヘ 理容・美容に関する学科 

ト 歯科技工に関する学科 

３ 知的障害者、肢体不自由者又は病弱者

（身体虚弱者を含む。第６条第２項及び

別表において同じ。）である生徒に対する

教育を行う学科 

イ 農業に関する学科 

ロ 工業に関する学科 

ハ 商業に関する学科 

ニ 家庭に関する学科 

ホ 産業一般に関する学科 

第３章 編制 

（１学級の幼児、児童又は生徒の数） 

第５条 幼稚部の１学級の幼児数は、５人（視

覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由又

は病弱（身体虚弱を含む。以下この条及び別

表において同じ。）のうち２以上併せ有する

幼児で学級を編制する場合にあっては、３人）

以下とする。ただし、特別の事情があり、か

つ、教育上支障がない場合は、この限りでな

い。 

２ 小学部又は中学部の１学級の児童又は生徒

の数は、６人（視覚障害、聴覚障害、知的障

害、肢体不自由又は病弱のうち２以上併せ有

する児童又は生徒で学級を編制する場合に

あっては、３人）以下とする。ただし、特別

の事情があり、かつ、教育上支障がない場合

は、この限りでない。 

３ 高等部の１学級の生徒数は、８人（視覚障

害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由又は病

弱のうち２以上併せ有する生徒で学級を編

制する場合にあっては、３人）以下とする。

ただし、特別の事情があり、かつ、教育上支

障がない場合は、この限りでない。 

（学級の編制） 

第６条 特別支援学校の学級は、特別の事情が

ある場合を除いては、幼稚部にあっては、学

年の初めの日の前日において同じ年齢にあ

る幼児で編制するものとし、小学部、中学部

及び高等部にあっては、同学年の児童又は生

徒で編制するものとする。 

２ 特別支援学校の学級は、特別の事情がある

場合を除いては、視覚障害者、聴覚障害者、

知的障害者、肢体不自由者又は病弱者の別ご

とに編制するものとする。 

（教諭等の数等） 

第７条 複数の部又は学科を設置する特別支

援学校には、相当数の副校長又は教頭を置く

ものとする。 

２ 特別支援学校に置く主幹教諭、指導教諭又

は教諭（次項において「教諭等」という。）

の数は、１学級当たり１人以上とする。 

３ 教諭等は、特別の事情があり、かつ、教育

上支障がない場合は、副校長若しくは教頭が

兼ね、又は助教諭若しくは講師をもって代え

ることができる。 

（養護教諭等） 

第８条 特別支援学校には、幼児、児童及び生

徒（以下「児童等」という。）の数等に応じ、

相当数の養護をつかさどる主幹教諭、養護教

諭その他の児童等の養護をつかさどる職員

を置くよう努めなければならない。 

（実習助手） 

第９条 高等部を置く特別支援学校には、必

要に応じて相当数の実習助手を置くもの

とする。 

（事務職員の数） 

第 10 条 特別支援学校には、部の設置の状

況、児童等の数等に応じ、相当数の事務職

員を置かなければならない。 
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（寄宿舎指導員の数） 

第 11 条 寄宿舎を設ける特別支援学校には、

寄宿する児童等の数等に応じ、相当数の寄

宿舎指導員を置かなければならない。 

（他の学校の教員等との兼務） 

第 12 条 特別支援学校に置く教員等は、教

育上必要と認められる場合は、他の学校の

教員等と兼ねることができることとする。 

第４章 施設及び設備 

（一般的基準） 

第 13 条 特別支援学校の施設及び設備は、

指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適

切なものでなければならない。 

（校舎及び運動場の面積等） 

第 14 条 校舎及び運動場の面積は、法令に

特別の定めがある場合を除き、別表に定め

る面積以上とする。ただし、地域の実態そ

の他により特別の事情があり、かつ、教育

上支障がない場合は、この限りでない。 

２ 校舎及び運動場は、同一の敷地内又は隣

接する位置に設けるものとする。ただし、

地域の実態その他により特別の事情があ

り、かつ、教育上及び安全上支障がない場

合は、その他の適当な位置にこれを設ける

ことができる。 

（校舎に備えるべき施設） 

第 15 条 校舎には、少なくとも次に掲げる

施設を備えるものとする。ただし、特別の

事情があるときは、教室と自立活動室及び

保育室と遊戯室とは、それぞれ兼用するこ

とができる。 

１ 教室（普通教室、特別教室等とする。

ただし、幼稚部にあっては、保育室及び

遊戯室とする。） 

２ 自立活動室 

３ 図書室（小学部、中学部又は高等部を

置く特別支援学校に限る。）、保健室 

４ 職員室 

２ 校舎には、前項に掲げる施設のほか、必

要に応じて、専門教育を施すための施設を

備えるものとする。 

（その他の施設） 

第 16 条 特別支援学校には、校舎及び運動

場のほか、小学部、中学部又は高等部を置

く場合にあっては体育館を備えるものと

する。ただし、地域の実態その他により特

別の事情があり、かつ、教育上支障がない

場合は、この限りでない。 

（校具及び教具） 

第 17 条 特別支援学校には、障害の種類及

び程度、部及び学科の種類、学級数及び幼

児、児童又は生徒の数等に応じ、指導上、

保健衛生上及び安全上必要な種類及び数

の校具及び教具を備えなければならない。 

２ 前項の校具及び教具は、常に改善し、補

充しなければならない。 

（他の学校等の施設及び設備の使用） 

第 18 条 特別支援学校は、特別の事情があ

り、かつ、教育上及び安全上支障がない場

合は、他の学校等の施設及び設備を使用す

ることができる。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この省令は、令和４年４月１日から施行

する。ただし、第３章及び第４章の規定並

びに別表の規定は、令和５年４月１日から

施行する。 

２ 第３章及び第４章の規定並びに別表の規

定の施行の際現に存する特別支援学校の

編制並びに施設及び設備については、当分

の間、なお従前の例によることができる。 

 

（学校教育法施行規則の一部改正） 

３ 学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令

第 11号）の一部を次のように改正する。 

第 108 条中「設置基準」を「設備、編制

その他設置に関する事項」に、「この章に

規定する」を「この章及び特別支援学校設

置基準（令和３年文部科学省令第 45 号）

に定める」に改める。 

第120条から第123条までを次のように

改める。 

第 120 条から第 123 条まで 削除 

（特別支援学校の高等部の学科を定める

省令の廃止） 

４ 特別支援学校の高等部の学科を定める省

令（昭和 41 年文部省令第２号）は、廃止

する。 

 

別表（第 14条関係） 

イ 校舎の面積 

学校の種

類 

部の種類 幼児、児童

又 は 生 徒

数 

面積（平方メートル） 

視覚障害

者である

幼児、児童

又は生徒

に対する

教育を行

う特別支

援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

190 

6 人以上 190+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

1110 

19 人以上 

108 人以下 

1110+24×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3270+16×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1410 

25 人以上 

144 人以下 

1410+17 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3450+13 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

480 

25 人以上 

144 人以下 

480+21 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3000+13 × ( 生 徒 数

-144) 

 

 

聴覚障害

者である

幼児、児童

又は生徒

に対する

教育を行

う特別支

援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

170 

6 人以上 170+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

950 

19 人以上 

108 人以下 

950+24×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3110+16×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1240 

25 人以上 

144 人以下 

1240+17 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3280+13 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

480 

25 人以上 

144 人以下 

480+20 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 2880+13 × ( 生 徒 数

-144) 

知的障害

者である

幼児、児童

又は生徒

に対する

教育を行

う特別支

援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

190 

6 人以上 190+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

1070 

19 人以上 

108 人以下 

1070+27×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3500+17×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1260 

25 人以上 

144 人以下 

1260+20 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3660+14 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

490 

25 人以上 

144 人以下 

490+22 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3130+14 × ( 生 徒 数

-144) 

肢体不自

由者であ

る幼児、児

童又は生

徒に対す

る教育を

行う特別

支援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

220 

6 人以上 220+22×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

1210 

19 人以上 

108 人以下 

1210+30×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3910+21×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

1人以上 

24 人以下 

1570 
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（寄宿舎指導員の数） 

第 11 条 寄宿舎を設ける特別支援学校には、

寄宿する児童等の数等に応じ、相当数の寄

宿舎指導員を置かなければならない。 

（他の学校の教員等との兼務） 

第 12 条 特別支援学校に置く教員等は、教

育上必要と認められる場合は、他の学校の

教員等と兼ねることができることとする。 

第４章 施設及び設備 

（一般的基準） 

第 13 条 特別支援学校の施設及び設備は、

指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適

切なものでなければならない。 

（校舎及び運動場の面積等） 

第 14 条 校舎及び運動場の面積は、法令に

特別の定めがある場合を除き、別表に定め

る面積以上とする。ただし、地域の実態そ

の他により特別の事情があり、かつ、教育

上支障がない場合は、この限りでない。 

２ 校舎及び運動場は、同一の敷地内又は隣

接する位置に設けるものとする。ただし、

地域の実態その他により特別の事情があ

り、かつ、教育上及び安全上支障がない場

合は、その他の適当な位置にこれを設ける

ことができる。 

（校舎に備えるべき施設） 

第 15 条 校舎には、少なくとも次に掲げる

施設を備えるものとする。ただし、特別の

事情があるときは、教室と自立活動室及び

保育室と遊戯室とは、それぞれ兼用するこ

とができる。 

１ 教室（普通教室、特別教室等とする。

ただし、幼稚部にあっては、保育室及び

遊戯室とする。） 

２ 自立活動室 

３ 図書室（小学部、中学部又は高等部を

置く特別支援学校に限る。）、保健室 

４ 職員室 

２ 校舎には、前項に掲げる施設のほか、必

要に応じて、専門教育を施すための施設を

備えるものとする。 

（その他の施設） 

第 16 条 特別支援学校には、校舎及び運動

場のほか、小学部、中学部又は高等部を置

く場合にあっては体育館を備えるものと

する。ただし、地域の実態その他により特

別の事情があり、かつ、教育上支障がない

場合は、この限りでない。 

（校具及び教具） 

第 17 条 特別支援学校には、障害の種類及

び程度、部及び学科の種類、学級数及び幼

児、児童又は生徒の数等に応じ、指導上、

保健衛生上及び安全上必要な種類及び数

の校具及び教具を備えなければならない。 

２ 前項の校具及び教具は、常に改善し、補

充しなければならない。 

（他の学校等の施設及び設備の使用） 

第 18 条 特別支援学校は、特別の事情があ

り、かつ、教育上及び安全上支障がない場

合は、他の学校等の施設及び設備を使用す

ることができる。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この省令は、令和４年４月１日から施行

する。ただし、第３章及び第４章の規定並

びに別表の規定は、令和５年４月１日から

施行する。 

２ 第３章及び第４章の規定並びに別表の規

定の施行の際現に存する特別支援学校の

編制並びに施設及び設備については、当分

の間、なお従前の例によることができる。 

 

（学校教育法施行規則の一部改正） 

３ 学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令

第 11号）の一部を次のように改正する。 

第 108 条中「設置基準」を「設備、編制

その他設置に関する事項」に、「この章に

規定する」を「この章及び特別支援学校設

置基準（令和３年文部科学省令第 45 号）

に定める」に改める。 

第120条から第123条までを次のように

改める。 

第 120 条から第 123 条まで 削除 

（特別支援学校の高等部の学科を定める

省令の廃止） 

４ 特別支援学校の高等部の学科を定める省

令（昭和 41 年文部省令第２号）は、廃止

する。 

 

別表（第 14条関係） 

イ 校舎の面積 

学校の種

類 

部の種類 幼児、児童

又 は 生 徒

数 

面積（平方メートル） 

視覚障害

者である

幼児、児童

又は生徒

に対する

教育を行

う特別支

援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

190 

6 人以上 190+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

1110 

19 人以上 

108 人以下 

1110+24×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3270+16×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1410 

25 人以上 

144 人以下 

1410+17 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3450+13 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

480 

25 人以上 

144 人以下 

480+21 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3000+13 × ( 生 徒 数

-144) 

 

 

聴覚障害

者である

幼児、児童

又は生徒

に対する

教育を行

う特別支

援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

170 

6 人以上 170+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

950 

19 人以上 

108 人以下 

950+24×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3110+16×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1240 

25 人以上 

144 人以下 

1240+17 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3280+13 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

480 

25 人以上 

144 人以下 

480+20 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 2880+13 × ( 生 徒 数

-144) 

知的障害

者である

幼児、児童

又は生徒

に対する

教育を行

う特別支

援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

190 

6 人以上 190+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

1070 

19 人以上 

108 人以下 

1070+27×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3500+17×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1260 

25 人以上 

144 人以下 

1260+20 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3660+14 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

490 

25 人以上 

144 人以下 

490+22 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3130+14 × ( 生 徒 数

-144) 

肢体不自

由者であ

る幼児、児

童又は生

徒に対す

る教育を

行う特別

支援学校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

220 

6 人以上 220+22×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

1210 

19 人以上 

108 人以下 

1210+30×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3910+21×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

1人以上 

24 人以下 

1570 
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び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

25 人以上 

144 人以下 

1570+22 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 4210+17 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

590 

25 人以上 

144 人以下 

590+26 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3710+18 × ( 生 徒 数

-144) 

病弱者で

ある幼児、

児童又は

生徒に対

する教育

を行う特

別支援学

校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

190 

6 人以上 190+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

870 

19 人以上 

108 人以下 

870+24×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3030+15×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1160 

25 人以上 

144 人以下 

1160+17 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3200+13 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

480 

25 人以上 

144 人以下 

480+20 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 2880+13 × ( 生 徒 数

-144) 

備考 

１ 小学部及び中学部を置く特別支援学校は、小学部及

び中学部の児童及び生徒数を合算した数に対応する

面積とする。 

２ 視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由又は病

弱のうち２以上併せ有する幼児、児童又は生徒は、

主たる障害区分に応じて、その数に幼稚部は 1.67、

小学部及び中学部は２、高等部は 2.67 を乗じて得た

数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五

入する。）とする。 

３ 視覚障害者である児童等、聴覚障害者である児童等、

知的障害者である児童等、肢体不自由者である児童

等又は病弱者である児童等の２以上に対する教育を

行う特別支援学校の各部の校舎に係る基準面積は、

当該部（小学部及び中学部を置く場合は小学部及び

中学部）の全幼児、児童又は生徒数をそれぞれの障

害区分の全幼児、児童又は生徒数とみなしてイの表

を適用して得た面積を、当該障害区分の幼児、児童

又は生徒数により加重平均した面積とする。 

 

ロ 運動場の面積 

部の種類 幼児、児童

又 は 生 徒

数 

面積（平方メートル） 

幼稚部 1 人以上 

10 人以下 

360 

11 人以上 360+10×(幼児数-10) 

小学部 1 人以上 

240 人以下 

2400 

241 人以上 2400+10×(児童数-240) 

中学部又

は高等部 

1 人以上 

240 人以下 

3600 

241 人以上 3600+10×(生徒数-240) 

備考 

１ 中学部及び高等部を置く特別支援学校は、中学部及

び高等部の生徒数を合算した数に対応する面積とす

る。 

２ 幼稚部、小学部、中学部又は高等部の２以上の部を

置く特別支援学校の運動場の基準面積は、幼児、児

童又は生徒数を踏まえ、置かれる部の中で最も面積

の大きくなる部の面積とする。 

 

 

1 
 

 

2 
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び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

25 人以上 

144 人以下 

1570+22 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 4210+17 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

590 

25 人以上 

144 人以下 

590+26 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3710+18 × ( 生 徒 数

-144) 

病弱者で

ある幼児、

児童又は

生徒に対

する教育

を行う特

別支援学

校 

幼稚部 1 人以上 

5 人以下 

190 

6 人以上 190+18×(幼児数-5) 

小学部又

は中学部 

1 人以上 

18 人以下 

870 

19 人以上 

108 人以下 

870+24×(児童又は

生徒数-18) 

109 人以上 3030+15×(児童又は

生徒数-108) 

幼稚部、

小学部及

び中学部

のいずれ

をも置か

ない学校

の高等部 

1 人以上 

24 人以下 

1160 

25 人以上 

144 人以下 

1160+17 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 3200+13 × ( 生 徒 数

-144) 

幼稚部、

小学部又

は中学部

を置く学

校の高等

部 

1 人以上 

24 人以下 

480 

25 人以上 

144 人以下 

480+20 × ( 生 徒 数

-24) 

145 人以上 2880+13 × ( 生 徒 数

-144) 

備考 

１ 小学部及び中学部を置く特別支援学校は、小学部及

び中学部の児童及び生徒数を合算した数に対応する

面積とする。 

２ 視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由又は病

弱のうち２以上併せ有する幼児、児童又は生徒は、

主たる障害区分に応じて、その数に幼稚部は 1.67、

小学部及び中学部は２、高等部は 2.67 を乗じて得た

数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五

入する。）とする。 

３ 視覚障害者である児童等、聴覚障害者である児童等、

知的障害者である児童等、肢体不自由者である児童

等又は病弱者である児童等の２以上に対する教育を

行う特別支援学校の各部の校舎に係る基準面積は、

当該部（小学部及び中学部を置く場合は小学部及び

中学部）の全幼児、児童又は生徒数をそれぞれの障

害区分の全幼児、児童又は生徒数とみなしてイの表

を適用して得た面積を、当該障害区分の幼児、児童

又は生徒数により加重平均した面積とする。 

 

ロ 運動場の面積 

部の種類 幼児、児童

又 は 生 徒

数 

面積（平方メートル） 

幼稚部 1 人以上 

10 人以下 

360 

11 人以上 360+10×(幼児数-10) 

小学部 1 人以上 

240 人以下 

2400 

241 人以上 2400+10×(児童数-240) 

中学部又

は高等部 

1 人以上 

240 人以下 

3600 

241 人以上 3600+10×(生徒数-240) 

備考 

１ 中学部及び高等部を置く特別支援学校は、中学部及

び高等部の生徒数を合算した数に対応する面積とす

る。 

２ 幼稚部、小学部、中学部又は高等部の２以上の部を

置く特別支援学校の運動場の基準面積は、幼児、児

童又は生徒数を踏まえ、置かれる部の中で最も面積

の大きくなる部の面積とする。 
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５ 県の諸計画に位置付けられた、県立特別支援学校の整備に関する取組部分（抜粋） 

※抜粋部分の下線は、特別支援教育課で加筆した。 

 

（１）千葉県総合計画 ～新しい千葉の時代

を切り開く～（千葉県） 

  県政運営の基本となるもので、本県の政

策の基本的な方向を、総合的・体系的にま

とめた県政全般に関する最上位の基本的

かつ総合的な計画。基本理念の実現に向け、

６つの分野で基本目標を設け、それぞれ

10年後の千葉県の目指す姿を示すと共に、

進むべき方向性を具体的に明らかにした

「基本構想編」（10年間）と、基本構想編

の６つの基本目標の実現のため、令和４年

度から令和６年度までの３年間で重点的

に取り組む政策・施策を体系的に整理した

「実施計画編」で構成されている。 

 

 

第５章 重点的な施策・取組（実施計画編） 

 第１節 施策の内容 

 Ⅳ 子どもの可能性を広げる千葉の確立 

 ２ 教育施策の充実 

 ②子どもたちの自身を育む教育の土台づくり 

【目標】 

 千葉県の未来を担う子どもたちに、自信を育み

安心して学ぶことのできる教育環境を整備する

とともに、様々な困難を有する子どもたちが健や

かに成長し、誰一人取り残すことのない教育を実

現します。 

 

【主な取組】 

Ⅳ-2-②-1 人間形成の場としての活力ある学校

づくり 

 社会の変化や児童生徒の多様なニーズに対応

し、豊かな学びを実現する教育活動が可能となる

よう、地域に開かれた魅力ある学校づくりを着実

に進めます。各学校においては、専科指導や少人

数指導など多様な指導方法による指導体制を充

実し、きめ細かな指導を推進します。特に小学校

においては、専門的な教科指導の充実を図るため

の専科教員の配置を進め、児童の学びの質を高め

ます。学校を支援する体制については、スクール

ロイヤーやスクール・サポーターなど専門的知見

を持った人材による指導助言の充実を図ります。

また、高等学校については、令和 4 年度を始期

とする改革推進プランに基づき、魅力ある高等学

校づくりを着実に進め、特別支援学校については、

学校の新設や校舎の増築などにより過密状況の

解消を図ります。 

私立学校については、その教育水準を一層向上

し、経営の健全性を高めるとともに、私立学校に

在籍する幼児児童生徒及び保護者の経済的負担

の軽減等を図るなど、振興を図ります。加えて、

教職員研修の合同開催などにより、公立学校と私

立学校との一層の連携・協力を推進します。 

さらに、各学校及び教育施設の老朽化対策等を

計画的に進めます。子どもたちが適切に判断し行

動できる力を身に付け、事故や犯罪等に巻き込ま

れないための安全教育及び防災教育の充実を図

ります。 

 

 

（２）第３期千葉県教育振興基本計画「次世

代へ光り輝く『教育立県ちば』プラン」

（千葉県/千葉県教育委員会） 

  教育基本法第 17 条第２項で規定された、

千葉県における教育の振興のための施策

に関する基本的な計画であり、令和２年２

月に策定された。10 年後、2030 年の千葉

県教育を展望し、その実現に向けて今後５

年間に実施する重点的な施策・取組を掲げ

ている。計画期間は令和２年度から令和６

年度までの５か年間である。 

 

基本目標２ 

 ちばの教育の力で、「自信」と「安心」を育む

学校をつくる 

施策５ 人間形成の場としての活力ある学校づ

くり 
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５ 県の諸計画に位置付けられた、県立特別支援学校の整備に関する取組部分（抜粋） 

※抜粋部分の下線は、特別支援教育課で加筆した。 

 

（１）千葉県総合計画 ～新しい千葉の時代

を切り開く～（千葉県） 

  県政運営の基本となるもので、本県の政

策の基本的な方向を、総合的・体系的にま

とめた県政全般に関する最上位の基本的

かつ総合的な計画。基本理念の実現に向け、

６つの分野で基本目標を設け、それぞれ

10年後の千葉県の目指す姿を示すと共に、

進むべき方向性を具体的に明らかにした

「基本構想編」（10年間）と、基本構想編

の６つの基本目標の実現のため、令和４年

度から令和６年度までの３年間で重点的

に取り組む政策・施策を体系的に整理した

「実施計画編」で構成されている。 

 

 

第５章 重点的な施策・取組（実施計画編） 

 第１節 施策の内容 

 Ⅳ 子どもの可能性を広げる千葉の確立 

 ２ 教育施策の充実 

 ②子どもたちの自身を育む教育の土台づくり 

【目標】 

 千葉県の未来を担う子どもたちに、自信を育み

安心して学ぶことのできる教育環境を整備する

とともに、様々な困難を有する子どもたちが健や

かに成長し、誰一人取り残すことのない教育を実

現します。 

 

【主な取組】 

Ⅳ-2-②-1 人間形成の場としての活力ある学校

づくり 

 社会の変化や児童生徒の多様なニーズに対応

し、豊かな学びを実現する教育活動が可能となる

よう、地域に開かれた魅力ある学校づくりを着実

に進めます。各学校においては、専科指導や少人

数指導など多様な指導方法による指導体制を充

実し、きめ細かな指導を推進します。特に小学校

においては、専門的な教科指導の充実を図るため

の専科教員の配置を進め、児童の学びの質を高め

ます。学校を支援する体制については、スクール

ロイヤーやスクール・サポーターなど専門的知見

を持った人材による指導助言の充実を図ります。

また、高等学校については、令和 4 年度を始期

とする改革推進プランに基づき、魅力ある高等学

校づくりを着実に進め、特別支援学校については、

学校の新設や校舎の増築などにより過密状況の

解消を図ります。 

私立学校については、その教育水準を一層向上

し、経営の健全性を高めるとともに、私立学校に

在籍する幼児児童生徒及び保護者の経済的負担

の軽減等を図るなど、振興を図ります。加えて、

教職員研修の合同開催などにより、公立学校と私

立学校との一層の連携・協力を推進します。 

さらに、各学校及び教育施設の老朽化対策等を

計画的に進めます。子どもたちが適切に判断し行

動できる力を身に付け、事故や犯罪等に巻き込ま

れないための安全教育及び防災教育の充実を図

ります。 

 

 

（２）第３期千葉県教育振興基本計画「次世

代へ光り輝く『教育立県ちば』プラン」

（千葉県/千葉県教育委員会） 

  教育基本法第 17 条第２項で規定された、

千葉県における教育の振興のための施策

に関する基本的な計画であり、令和２年２

月に策定された。10 年後、2030 年の千葉

県教育を展望し、その実現に向けて今後５

年間に実施する重点的な施策・取組を掲げ

ている。計画期間は令和２年度から令和６

年度までの５か年間である。 

 

基本目標２ 

 ちばの教育の力で、「自信」と「安心」を育む

学校をつくる 

施策５ 人間形成の場としての活力ある学校づ

くり 
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【主な取組】 

（２）豊かな学びを支える学校・学習環境づくり 

（略）特別支援学校については、通学を希

望する児童生徒の増加に対応するため、県立

学校や小・中学校の使用しなくなる校舎等の

活用も検討しながら、学校の新設や校舎の増

築などにより特別支援学校の過密状況の解消

を図ります。 

 

【実施する具体的取組】 

○特別支援学校の計画的な整備 

 

 

 

（３）第３次千葉県特別支援教育推進基本計

画（千葉県教育委員会） 

  千葉県の特別支援教育のさらなる充実

を図るため、「第２次千葉県特別支援教育

推進基本計画」に続く計画として、千葉県

総合計画及び千葉県教育推進基本計画に

基づき、共生社会の形成に向けた特別支援

教育の推進を目的に策定した計画である。

計画期間は令和４年度から令和 13 年度ま

でである。 

 

第３章 第３次千葉県特別支援教育推進基本計

画の基本的な考え方と具体的な取組 

 第２節 実施する主な施策と具体的な取組 

 Ⅱ 特別支援学校の整備と機能の充実 

【主な施策１】特別支援学校の計画的な整備 

 過密の状況、緊急性、児童生徒の動向、通学の

利便性向上などを踏まえ、「第３次県立特別支援

学校整備計画」により、計画的に整備を進めてい

きます。 

 

特別支援学校に対する評価、期待の高まり、多

様性を認め合う認識の深まりなどにより、知的障

害特別支援学校を中心に特別支援学校の児童生

徒数が急激に増加しています。そのことにより、

教室不足や施設の狭隘化の過密状況が続いてい

ます。 

この過密状況を解消するため、これまで、「第

２次特別支援教育推進基本計画」の具体計画であ

る「第２次県立特別支援学校整備計画」に基づき

対応を進めてきました。今後も過密状況が見込ま

れることから、具体計画として策定する「第３次

県立特別支援学校整備計画（以下、「第３次整備

計画」という。）に基づき、引き続き特別支援学

校の過密状況への対応を進めるとともに、設置基

準の趣旨に鑑み、教育環境の改善を図れるよう計

画的に対応を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 県立特別支援学校（知的障害） 学部別児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 県立特別支援学校（知的障害） 教育事務所別児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

898 922 933 980 1,014 1,049 1,070 1,076 1,056 1,058 1,138 1,204 1,269 1,307 1,421 1,482 

632 675 732 762 775 772 765 775 793 836 842 827 813 865 
902 938 

1,383 1,383 
1,495 

1,595 
1,818 1,970 2,147 2,181 2,309 2,330 
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2,388 2,330 
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【主な取組】 

（２）豊かな学びを支える学校・学習環境づくり 

（略）特別支援学校については、通学を希

望する児童生徒の増加に対応するため、県立

学校や小・中学校の使用しなくなる校舎等の

活用も検討しながら、学校の新設や校舎の増

築などにより特別支援学校の過密状況の解消

を図ります。 

 

【実施する具体的取組】 

○特別支援学校の計画的な整備 

 

 

 

（３）第３次千葉県特別支援教育推進基本計

画（千葉県教育委員会） 

  千葉県の特別支援教育のさらなる充実

を図るため、「第２次千葉県特別支援教育

推進基本計画」に続く計画として、千葉県

総合計画及び千葉県教育推進基本計画に

基づき、共生社会の形成に向けた特別支援

教育の推進を目的に策定した計画である。

計画期間は令和４年度から令和 13 年度ま

でである。 

 

第３章 第３次千葉県特別支援教育推進基本計

画の基本的な考え方と具体的な取組 

 第２節 実施する主な施策と具体的な取組 

 Ⅱ 特別支援学校の整備と機能の充実 

【主な施策１】特別支援学校の計画的な整備 

 過密の状況、緊急性、児童生徒の動向、通学の

利便性向上などを踏まえ、「第３次県立特別支援

学校整備計画」により、計画的に整備を進めてい

きます。 

 

特別支援学校に対する評価、期待の高まり、多

様性を認め合う認識の深まりなどにより、知的障

害特別支援学校を中心に特別支援学校の児童生

徒数が急激に増加しています。そのことにより、

教室不足や施設の狭隘化の過密状況が続いてい

ます。 

この過密状況を解消するため、これまで、「第

２次特別支援教育推進基本計画」の具体計画であ

る「第２次県立特別支援学校整備計画」に基づき

対応を進めてきました。今後も過密状況が見込ま

れることから、具体計画として策定する「第３次

県立特別支援学校整備計画（以下、「第３次整備

計画」という。）に基づき、引き続き特別支援学

校の過密状況への対応を進めるとともに、設置基

準の趣旨に鑑み、教育環境の改善を図れるよう計

画的に対応を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 県立特別支援学校（知的障害） 学部別児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 県立特別支援学校（知的障害） 教育事務所別児童生徒数の推移 
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９ 千葉県における公立小中学校 特別支援学級の児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 県立特別支援学校（全体）における重複障害児童生徒数の推移 
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９ 千葉県における公立小中学校 特別支援学級の児童生徒数の推移 
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